
令和４年度 第１回郡山市公文書等の管理に係る懇談会  

次第 
 

                      日時：令和４年７月５日（火） 

            １０：００～１２：００ 

                     場所：郡山市役所庁議室 

 

     

    

１ 開  会 

 

２ 議  事 

  郡山市歴史公文書評価選別基準の策定について 

 

３ その他 

 

４ 閉  会 

 

 

 

 

 資料１ 第 3回郡山市公文書等の管理に係る懇談会における質問等回答表 

 資料２ 郡山市公文書等の管理指針 

     （別表）文書保存期間基準表 

 資料３ 歴史公文書評価選別基準策定スケジュール 

 資料４ 郡山市の文書管理イメージ図 

 資料５ 歴史公文書評価選別基準の策定について 

 資料６ 業務単位の評価選別基準（案） 

 資料７ 運営体制 

 



No. 資料 項目 質問等要旨 事務局回答 対応策

1
資料１　第２回郡山市公文書等
の管理に係る懇談会における質
問等回答表

№10　研修
細かい研修を別々に行うのではなく、同様の研修を行う機会に公文書管理をメ
ニューの一つに加えるとよいのではないか。

－

　国の「行政文書の管理に関するガイドライ
ン」においても、情報セキュリティ対策に関す
る研修、情報公開や個人情報保護に関する
研修等と併せて実施することも考えられると
している。公文書管理と情報公開は、車輪の
両輪であるため、効果的な研修が実施でき
るよう、研修の在り方を検討したい。

2
資料１　第２回郡山市公文書等
の管理に係る懇談会における質
問等回答表

№11～13、17～19　特定歴史公文書
の管理

所管をどこにするのかは、文化財保護の観点に意を払っていただきたい。 － 　別紙資料7　【運営体制】

3
資料２
郡山市公文書等の管理指針
（案）

特定歴史公文書の利用等

　今回の指針は、現用文書を中心として一部特定歴史公文書についても触れた
という感じのもので、特定歴史公文書の部分が若干弱いと言わざるを得ない。
　例えば、目次で言うと「第１０　研修」で終わるのではなく、「第１１　特定歴史公
文書の保存及び利用」といったような積極的なことを書くことが今後の課題だと
思う。

4
資料２
郡山市公文書等の管理指針
（案）

特定歴史公文書の利用等

公文書等の定義に特定歴史公文書を含んでいるので、公文書が移管された後
の取扱いまで管理として扱われるべきである。
特定歴史公文書の利用について、何か簡単でもいいので、管理指針として位置
付けるべきではないかと思う。

5
資料２
郡山市公文書等の管理指針
（案）

特定歴史公文書の利用等

市民からの歴史情報・公文書館への寄贈という選択肢を盛り込むのか盛り込ま
ないのか。
寄贈があった場合の受け入れ窓口はどこになるのか、郡山市として一番やりや
すいやり方を選択してもらえればよいが、他の施設ではダイレクトに寄贈を受け
る方法も運用されているので、その辺りを加味して検討いただきたい。

-
　別紙資料４
　【郡山市の文書管理のイメージ図】

6
資料２
郡山市公文書等の管理指針
（案）

はじめに

「公文書等のライフサイクル」の注釈

ライフサイクルの注釈「文書の発生から処分まで」というのは、少し足りないの
で、公文書の作成又は取得から廃棄だけでなく、歴公館への移管及び保存活用
までとしているので、ここまで全部を一体として扱ってほしい。

－

ライフサイクルの注釈を「文書の発生、
整理、保存、廃棄又は移管（及び保存利
用）の各プロセスを体系的に管理するこ
と。」に修正した。

7
資料２
郡山市公文書等の管理指針
（案）

第２　用語の定義

４　特定歴史公文書の定義

特定歴史公文書の定義として、「歴史公文書のうち、市長が引き継ぎ保存するこ
ととしたもの」とあるが、例えば市民の方から古い文書を寄贈したいという話が
あった場合に、これは特定歴史公文書に入るのか。

現在は歴史資料館で資料を取り扱っているの
で、今の段階では、歴史公文書の定義には含ま
れていない。

　別紙資料４
　【郡山市の文書管理イメージ図】

8
資料２
郡山市公文書等の管理指針
（案）

特定歴史公文書
今後の懇談会において、非現用文書となった特定歴史公文書の保存や利用に
関する規定を審議する機会があるのか。

条例制定に向けて、引き続き審議を依頼する予
定のため、その中でご意見、ご提案等をいただ
きたいと考えている。

-

9
資料３
文書保存期間基準表

基準表の項目 基礎自治体でなければ出てこない項目、墓地はどこに入れたか。
墓地台帳については、４５番「原簿、台帳その他
の常時利用する必要のある文書に関する事項」
に整理した。

※懇談会終了後、文書保存期間基準表を精
査し、１番繰り上げた。

令和３年度　第３回郡山市公文書等の管理に係る懇談会における質問等回答表

　指針に、第１１「 特定歴史公文書の保存及
び利用等」を盛り込む。

　指針第１０の後ろに、第11として、特定歴史公
文書の利用等について追記する。

資料１

1



No. 資料 項目 質問等要旨 事務局回答 対応策

10
資料３
文書保存期間基準表

基準表の項目
４６番「照会、回答、通知、申請及び届等に関する事項」というのは、これはほと
んどその他のようなものか。政策レベルのものができていないのでそこに入るも
のもあるような気がする。

つくば市、鶴岡市などを参考に、事業としては整
理しにくいものを整理した。

※懇談会終了後、文書保存期間基準表を精
査し、１番繰り上げた。

11
資料３
文書保存期間基準表

保存期間の設定

事例の一つ、３ページの事項９番「市政又は事業の実施に関する文書」、これは
大きく分けると（１）と（２）があり、その中には３０年、１０年、５年、３年がある。３
０年、１０年、５年、３年というのは、今までの実績で振り分けていくという作業を
するのか、あるいは総務法務課の例を参考に、各課で考えることになるのか、そ
の辺が少しわかりにくい。

基本は、現行ファイルの保存期間を主に考えて
いく方針。
現状としては、全庁のファイルについて、この基
準表のどこに当てはまるか、各課から回答をも
らい、総務法務課で適正な項目を選択している
のか精査しているところである。
今後は、取りまとめた回答を、各課に再度確認
をしてもらう予定。それを繰り返すことで、精査し
ていき、現行のファイルが、保存期間基準表の
うちどの項目に当てはまるのか、なおかつどの
保存期間に当てはまるファイル、文書かを明確
にしていく。

12
資料３
文書保存期間基準表

保存期間の設定

梅原委員のご指摘のとおり、３０年、１０年、５年、３年というふうにほぼ全て入っ
てしまっているので、実際この表を見て使う職員の立場からすると、現状のまま
ではやはり使いづらい、判断しきれない部分が出てくるのではないか。今後、現
場の職員との協議、ディスカッションなどを踏まえて保存期間の部分をもう少し
精査し、わかりやすい年限に絞っていくというような理解でいいのか。

精査していく予定である。

　

　第３回懇談会後、絞り込んだ。

　今後も評価選別基準のベースにもなるの
で、各課ヒアリングを行いながら、文書の例
示を充実させて、実務担当者が人事異動等
で変わったとしても、判断に困ることがないよ
うに、精査を重ねていきたい。
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はじめに 

近年、国や地方公共団体等による公文書等の紛失や保存期間満了前の廃棄

など、公文書等の不適切な取扱いが社会的に注目されており、改めて公文書

管理の在り方が問われる事態となっている。 

 

本市の公文書管理は、内部規程である「郡山市文書等取扱規程（平成１８

年郡山市訓令第７号）」等に基づいて行っている。当該規程は、その名称が

表すとおり、公文書の作成又は取得から保存及び廃棄までの取扱いに関する

ことを定めたものであり、永年保存以外の公文書については、その保存期間

が満了した後は、当該保存期間を延長しない限り全て廃棄となり、保存期間

が満了した公文書の保存や利用については規定されていない。現在の公文書

については、行政内部での利用を目的とすることが多いため、「公文書は行

政のためのもの」という認識を持つ職員が少なくないのが現状である。 

しかし、本来公文書は市民共有のものであり、郡山市情報公開条例（平成

１３年郡山市条例第４４号）に基づき、市民が主体的に公文書を利用できる

ように、適正な公文書管理を行わなければならない。 

 

現在整備中の「（仮称）郡山市歴史情報・公文書館（以下「歴公館」とい

う。）」においては、歴史的に重要な公文書について、歴史資料とともに

「市民共有の知的資源」として適正な保存管理と効果的な活用を図り、次世

代に継承していくこととしている。 

 

市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等は、健全な民主主義の根幹

を支える「市民共有の知的資源」として、現在及び将来の市民が主体的に利

用し得るものであり、それを実現する仕組みづくりが重要となる。この基本

的な考えのもと、職員が公文書の作成又は取得から廃棄又は歴公館への移管

及び保存利用までの公文書等のライフサイクル 1の各段階において適正な公文

書管理を行うことにより、「市政が適正かつ効率的に運営されるようにする」

とともに、「市の諸活動を現在及び将来の市民に説明する責務が全うされる

ようにする」必要がある。 

  

                             

1 文書の発生、整理、保存、廃棄又は移管（及び保存利用）の各プロセスを体系的

に管理すること。 
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第１ 策定の趣旨 

公文書は、公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号。以下

「公文書管理法」という。）に定めるとおり、市民が主体的に利用し得るも

のである。市政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、市の諸

活動を現在及び将来の市民に説明する責任を全うするためには、公文書等の

適正な管理と、特定歴史公文書の適切な保存及び利用等を図ることが重要で

ある。 

この指針は、公文書管理法の趣旨を踏まえ、作成すべき文書を明確にする

とともに、本市における公文書管理の基本的事項を定めるものである。 

全ての職員は、公文書管理の目的を認識し、この指針や関係例規等に従い、

適正に公文書等を取り扱うこととする。 

なお、公文書管理について、法令等に特別の定めのある場合は、それによ

るものとする。 

 

１ 公文書管理の目的 

（１） 公文書が「市民共有の知的資源」として、市民が主体的に利用し得る

ものであることを基本的な考えとする。 

（２） 公文書管理の目的は、主に次のとおりである。 

ア 市政が適正かつ効率的に運営されるようにすること 

イ 市の諸活動を現在及び将来の市民に説明する責務が全うされること 

 

２ 文書管理システムの利用 

適正かつ効率的な公文書管理を行うため、公文書の作成又は取得から移管

又は廃棄まで、文書管理システムを利用することを原則とする。 
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第２ 用語の定義 

  この指針において、次の各項に掲げる用語の意義は、当該各項に定めると

おりとする。 

 

１ 実施機関（郡山市情報公開条例第２条） 

  市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員会、

固定資産評価審査委員会、上下水道事業管理者及び議会をいう。 

 

２ 公文書 

実施機関の職員が①職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、②当該実施機関の

職員が組織的に用いるものとして、③当該実施機関が保有しているものをい

う。ただし、次に掲げるものを除く。 

（１） 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売す

ることを目的として発行されるもの 

（２） 郡山市情報公開条例施行規則（平成 13 年郡山市条例第 44 号）で定め

る市の機関 2において、歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の

資料として特別の管理がされているもの 

（３） 市民の利用に供することを目的としているもの 

（４） 特定歴史公文書 

 

 ３ 歴史公文書 

   歴史資料として重要な公文書をいう。 

 

４ 特定歴史公文書 

歴史公文書のうち、保存期間が満了した後、文書責任者から歴公館に移管

され引き続き保存することとしたものをいう。 

 

 ５ 公文書等 

   公文書及び特定歴史公文書をいう。 

 

 

                             

2 郡山市図書館、郡山市立美術館、郡山市開成館、郡山市歴史資料館及び郡山市こ

おりやま文学の森資料館をいう。 
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【公文書等の管理イメージ図】 

「現用文書」 文書が発生してから保存期間が満了するまでの段階の文書 

「非現用文書」保存期間が満了した後の段階の文書 
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第３ 文書管理体制 

 市長部局における管理体制については、次のとおりとし、市長部局以外の

実施機関における管理体制については、実施機関ごとに市長部局の例に倣っ

て別途定めるものとする。 

  

総括文書管理者 〇総務部長  

市長部局における適正な公文書管理の実施に係る

事務を統括する。 

 

・役割 

公文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の作成、

公文書の管理に関する歴公館との調整、点検及び監

査の結果に応じた必要な措置の実施、研修の実施、

例規整備 

副総括文書管理者 〇総務法務課長 

 総括文書管理者を補佐する。 

文書責任者 〇課長及び出先機関の長 

 課等における公文書管理の実施責任者とする。 

文書取扱責任者 〇課長補佐等 

 文書責任者を補佐する。 
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第４ 作成  

 １ 文書主義の原則 

   行政機関における事務は、主として文書を通じて行われている。これは、

組織の事務処理を適正かつ効率的に行うに当たって、文書が最もよく情報

の伝達、記録及び保存の機能を果たしているからである。 

また、郡山市事務決裁規程（平成６年郡山市訓令第３号）第２条におい

て、決裁とは「最終的な意思決定を行うこと」と定義しており、事務を行

うに当たっては、原則として文書で決裁を受けることとなる。 

   職員は、こうした意思決定の結果である「決裁文書」のみではなく、公文

書管理法第１条に定めるとおり、適正かつ効率的な行政運営を行うととも

に現在及び将来の市民に対する説明責任を果たすため、審議又は検討その

他の経緯も含めた意思決定に至る過程や事務及び事業の実績を合理的に跡

付け、又は検証することができるよう、処理に係る事案が軽微なものであ

る場合を除き、次に掲げる事項その他の事項について、公文書を作成しな

ければならない。 

  

 （１） 市の区域の変更、字の区域及び名称の変更並びにその経緯 

 （２） 条例、規則、訓令、要綱等の制定又は改廃及びその経緯 

 （３） 関係行政機関若しくはその長又は関係実施機関若しくはその長で構成

される会議（これらに準ずるものを含む。）の決定又は了解及びその経

緯 

 （４） 市政若しくは事業に関する計画若しくは方針の策定又は改廃及びその

経緯 

 （５） 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯 

 （６） 組織又は人事に関する事項 

 

 ２ 例外 

 （１） 文書の作成を省略できる場合（事案が軽微なものである場合） 

事後に確認が必要とされるものではなく、公文書を作成しなくても職

務上支障が生じず、かつ当該事案が歴史的価値を有さないような場合に

限定する。ただし、当該事案が政策判断や市民の権利義務に影響を及ぼ

すような場合は含まれない。 

 

    例示 

    ア 所管事務に関する単なる照会・問合せに対する応答 

    イ 実施機関内部における日常的業務の連絡、打合せ 
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 （２） 事後に文書を作成する場合 

意思決定に当たっては文書を作成して行うことが原則であるが、当該

意思決定と同時に文書を作成することが困難であるときは、口頭により

処理するものとし、事後速やかに文書を作成することが必要である。 

     

  例示 

ア 同一日に同一人から断続的に行われた相談への対応について、最後

の相談が終了した後に文書を作成すること。 

イ 緊急に事務を処理しなければならない場合又は現場における行政指

導を行う場合等、あらかじめ文書を作成して意思決定をすることがで

きない場合に、事後に文書を作成すること。 

 

３ 歴史的緊急事態の対応記録 

   歴史的緊急事態（記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社

会的な影響が大きく市全体として対応し、その教訓が将来に生かされるよ

うなもののうち、市民の生命、身体、財産に大規模かつ重大な被害が生じ、

又は生じるおそれがある緊急事態をいう。）に市全体として対応する会議

その他の会合等については、将来の教訓として極めて重要であるため、記

録を作成するものとし、あらかじめ記録の作成体制等を定めておくことと

する。 

 

   例示 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症に関するものなど 

  

４ 適切・効率的な文書作成 

   文書の作成に当たっては、郡山市文書等取扱規程や文書事務の手引き（総

務法務課令和３年４月策定）等を参照しながら、その内容が職員だけでなく

市民にとっても分かりやすいように適切な用字用語で的確かつ簡潔に記載す

ること。 
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第５ 整理 

公文書を適正に整理することは、必要な文書を迅速に取り出し、事務効率

を高めるために重要である。公文書を適切に分類することによって、職員は、

その思考の整理と事務の整理を行い、事務の効率化や情報の活用を図ること

ができ、最適な意思決定が可能となる。 

公文書の整理は、事務執行管理の中心に位置づけられるものであり、全て

の職員がこれらの意義を踏まえた上で、適切な整理に取り組む必要がある。

このことによって、市政の適正かつ効率的な運営が可能となり、また、市の

諸活動を現在及び将来の市民に説明する責務を全うすることが可能となる。 

 

１ 職員の整理義務 

職員は、第２項及び第３項に従い、次に掲げる整理を行わなければならな

い。 

 （１） 公文書を作成し、又は取得したときは、当該公文書について分類し、

名称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定する

こと。 

 （２） 相互に密接な関連を有する公文書を一の集合物（以下「公文書ファイ

ル」という。）にまとめ、名称を付するとともに、保存期間及び保存期

間の満了する日を設定すること。 

 

 ２ 分類及び名称 

 公文書及び公文書ファイル（以下「公文書ファイル等」という。）は、そ

の事務及び事業の性質、内容等に応じて系統的に分類し、分かりやすい名称

を付さなければならない。この場合、公文書ファイル等の内容を端的に示す

キーワードを記載するなど検索性を意識し、他の職員や市民が容易に理解で

きる表現・用語を用いることとする。 

 

 ３ 保存期間 

 （１） 保存期間の設定については、別表「文書保存期間基準表」に基づいて

行うものとする。ただし、法律若しくはこれに基づく命令又は条例等に

よる保存期間の定めのある文書は、当該法令等の規定による。 

 （２） 文書責任者は、公文書ファイル等について、保存期間の満了前のでき

る限り早い時期に、保存期間が満了したときの措置として、歴史公文書

に該当するものは歴公館へ移管の措置を、それ以外のものは廃棄の措置

をとるべきことを定めなければならない。 
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第６ 保存 

一般的に、文書の持つ情報価値は時間の経過とともに減少し、その利用頻

度も低下するが、その一方で、時間の経過にかかわらず永続的な歴史資料と

して価値を有する文書がある。このような文書の特性を踏まえた適切な保存

管理が必要となる。 

職員は、公文書ファイル等について、当該公文書ファイル等の保存期間の

満了する日までの間、その内容、時の経過、利用の状況等に応じ、適切な保

存及び利用を確保するために必要な場所において、適切な記録媒体により、

識別を容易にするための措置を講じた上で適切に保存しなければならない。 

 

 １ 公文書ファイル等の保存 

（１） 紙媒体の公文書ファイル等 

ア 本庁機関における保存期間が３０年から５年までに属する紙媒体の公

文書ファイル等については、文書の完結後１年度の間は各課等の執務室

で保管し、その後、文書の劣化や散逸の防止、移管業務の円滑化のため、

総務法務課が管理する集中書庫（西庁舎地下書庫）で保存することを原

則とする。 

イ 出先機関における保存期間が３０年から１年までに属する紙媒体の公

文書ファイル等及び本庁機関における保存期間が３年又は１年に属する

紙媒体の公文書ファイル等については、原則、保存期間が満了するまで、

執務室等で保管するものとする。ただし、文書の完結後から一定期間経

過した公文書ファイル等については、文書の混在や散逸の防止のため、

執務室以外の施錠可能な書庫等で保管することが望ましい。 

ウ 紙媒体の公文書ファイル等については、その保存場所を公文書ファイ

ル管理簿に記録するものとする。また、保存場所を変更した場合は、公

文書ファイル管理簿に新たな保存場所を記録するものとする。 

エ 紙媒体の公文書ファイルには、文書管理システムから出力されるファ

イル背表紙を貼り付けるものとする。 

 

 （２） 電子媒体の公文書ファイル等 

ア 電子媒体の公文書ファイル等については、改ざん、漏えい等の不適切

な取扱いを防止するため、文書管理システムに登録することを原則とす

る。 

イ アの規定によりがたい場合は、ファイルサーバ上の共有フォルダ等に

より保存するものとし、適切なアクセス制限を設けるなど、改ざん、漏

えい等の不適切な取扱いを防止するための措置を講じるものとする。 
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 ２ 組織改編による公文書ファイル等の引継ぎ 

組織の新設、改正又は廃止により各課等の所管事務に変更があった場合は、

前所管課等の文書責任者は、当該変更に係る公文書ファイル等及び公文書フ

ァイル管理簿を新所管課等の文書責任者に引き継ぐものとする。また、その

引継ぎの内容について、総括文書管理者に報告するものとする。 

   

 ３ 集中管理の推進 

   総括文書管理者は、公文書の集中管理の推進に努めなければならない。 
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第７ 公文書ファイル管理簿の作成 

   公文書ファイル管理簿は、市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書が、

市民共有の知的資源として、市民が主体的に利用し得るために必要不可欠な

ツールであるとともに、職員が適正かつ効率的に業務を行うための管理ツー

ルとして作成するものである。 

 

１ 公文書ファイル管理簿の主な機能 

（１） 市民と行政機関との情報共有化ツール 

（２） 公文書の作成又は取得から移管又は廃棄までの現況の管理ツール 

（３） 意思決定の判断材料である情報の検索データベース 

（４） 公文書の管理状況の監査及び実地調査等における検証ツール 

（５） 公文書館の移管予定又は廃棄予定に関するデータベース 

 

２ 公文書ファイル管理簿の作成及び公表 

（１） 公文書ファイル管理簿には、公文書ファイルの分類、名称、保存期間、

保存期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置その他必要な事

項を記載するものとする。 

（２） 公文書ファイル管理簿は、インターネットの利用その他の方法により

公表するものとする。 
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第８ 移管又は廃棄及び保存期間の延長 

 １ 移管又は廃棄 

文書責任者は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、歴史公

文書に該当するものは歴公館へ移管の措置を、それ以外のものは文書の内

容及び性質に応じた適切な方法により廃棄の措置を講じなければならな

い。 

なお、文書責任者は、歴公館に移管する公文書ファイル等について、歴

公館において利用の制限を行うことが適切であると認める場合には、その

旨の意見を付さなければならない。 

 

２ 保存期間の延長 

文書責任者は、職務の遂行上必要がある場合は、その必要な限度におい

て、一定の期間を定めた上で、設定した保存期間及び保存期間の満了する

日を延長することができる。この場合、文書責任者は延長する期間及び延

長の理由を総括文書管理者に報告しなければならない。 
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第９ 点検、監査及び管理状況の報告等 

 公文書管理に関するコンプライアンスを確保し、適正な公文書管理を、組

織及び職員一人一人に根付かせ維持するためには、点検又は監査の効果的な

実施が必要である。このため、少なくとも毎年度一回、職員による公文書の

作成や保存が適切に行われているかどうか点検及び監査を実施し、その中で、

具体的な指導を継続することにより、組織としての公文書管理レベルの向上

と職員一人一人の公文書管理スキルの向上を図ることとする。  

 

 １ 点検及び監査 

 （１） 文書責任者は、その管理する公文書の管理状況について、少なくとも

毎年度一回、点検を行い、その結果を総括文書管理者に報告しなければ

ならない。 

 （２） 副総括文書管理者は、公文書の管理状況について、少なくとも毎年度

一回、監査を行い、その結果を総括文書管理者に報告しなければならな

い。 

 （３） 総括文書管理者は、点検及び監査の結果等を踏まえ、公文書の管理に

ついて必要な措置を講じるものとする。 

 

 ２ 紛失への対応 

 （１） 文書責任者は、公文書ファイル等の紛失及び誤廃棄が明らかとなった

場合は、直ちに総括文書管理者に報告しなければならない。 

 （２） 総括文書管理者は、前号の報告を受けたときは、速やかに被害の拡大

防止等のために必要な措置を講ずるものとする。 

 

 ３ 管理状況の報告等 

 （１） 総括文書管理者は、公文書ファイル管理簿の記載状況その他の公文書

の管理状況について、毎年度、市長に報告するものとする。 

 （２） 市長は、毎年度、前号の規定による報告を取りまとめ、その概要を公

表しなければならない。 

 （３） 市長は、公文書の適正な管理を確保するために必要があると認める場

合は、総括文書管理者に対し、公文書の管理について、その状況に関す

る報告若しくは資料の提出を求め、又は実地調査を行うことができる。 

 （４） 総括文書管理者は、前号による求めがあった場合又は実地調査が行わ

れる場合は、必要な報告若しくは資料の提出を行い、又は必要な協力を

行うものとする。  
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第10 研修 

適正な公文書管理は、業務の効率化や円滑な市政運営に資するととも

に、現在及び将来の市民に説明する責務を全うするための基本インフラで

ある。このため、職員一人一人が責務を明確に自覚し、誇りを持って文書

を作成し、文書に愛着を持って適切な管理を行い、堂々と後世に残してい

くという意識を醸成する必要がある。  

職員一人一人が高い意識の下、公文書管理法の趣旨を踏まえ適正な公文

書管理を行うためには、公文書管理に関する知識及び技能を習得させ、及

び向上させるための研修の実施が不可欠である。  

 

 １ 研修の実施 

   総括文書管理者は、職員に対し、文書等の管理を適正かつ効果的に行うた

めに必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要な研修を行

うものとする。 

また、総括文書管理者は、公文書管理に関する専門的知識を有する人材の

計画的育成の観点からも、研修の実施後、当該研修の効果を把握するなどし

て、体系的・計画的な研修の実施に努めなければならない。 

 

 ２ 研修への参加 

   文書責任者は、総括文書管理者及びその他の機関が実施する公文書の管理

等に関する研修に職員を積極的に参加させなければならない。 
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第11 特定歴史公文書の保存及び利用等 

市長は、特定歴史公文書について、その内容、保存状態、時の経過、利

用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所にお

いて、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で、

原則として永久に保存しなければならない。 

このほか、市長は次のとおり特定歴史公文書を保存し、利用に供しなけ

ればならない。 

 

１ 特定歴史公文書の適切な保存を行い、及び適切な利用に資するため、必要

な事項を記載した目録を作成し、公表する。 

なお、特定歴史公文書に個人情報が記録されている場合には、当該個人情

報の漏えいの防止のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 特定歴史公文書について、目録の記載に従い、利用の請求があった場合は、

利用を制限する必要がある情報を除き、これを利用させなければならない。

 なお、利用を制限する情報は、原則として公文書管理法に準じて取り扱う。 

３ 特定歴史公文書の利用の促進を図るため、展示その他の方法により積極的

に市民の利用に供するよう努めなければならない。 
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指針の運用 

１ 公文書ファイル等に設定する保存期間については、「永年」を廃止し、最長

「３０年」とする。 

２ 公文書管理のデジタル化を推進するため、郡山市文書等取扱規程に定める用

語のうち、「簿冊」を「ファイル」に読み替えることとする。 

３ この指針に基づき、公文書管理に関する条例ほか規程等の整備を進める。 

４ この指針の運用に当たり、令和４年度からの運用開始が難しい部分について

は、段階的に整備していくこととする。 

また、この指針の運用開始後は、随時公文書管理の現状を検証した上で、

必要に応じて当該指針を改正するものとする。 

  

  

 



別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

(1) 立案の検討 立案の検討に関する文書
・字の名称変更申出に関する文書
・区画整理事業の換地計画に関する文書

(2) 関係者との協議 協議に関する文書 ・利害関係者（施行者、地権者、住民等）との協議記録

(3) 議案の決定 議案の決定に関する文書 ・議案の決裁文書及び関係資料

(4) 議会審議 議会の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・答弁書

(5) 告示 告示文書 ・告示文

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　条例案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る条例案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　パブリックコメント手続 パブリックコメント手続に関する文書 ・パブリックコメント手続に係る意見等募集及び実施結果に関する文書

(5)　議案の決定 議案の決定に関する文書 ・議案の決裁文書及び関係資料

(6)　議会審議 議会の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・答弁書

(7)　条例の公布 条例の公布に関する文書 ・公布文の写し

(8)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用の基準の策定に関する文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　規則案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る規則案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　規則の決定及び公布 規則の決定及び公布に関する文書 ・決裁文書、公布文書

(5)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定のための文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

３　規則の制定又は改廃
及びその経緯

(1)　規則案の検討

30年

条例、規則、訓令、要綱等の制定又は改廃及びその経緯

２　条例の制定又は改廃
及びその経緯

(1)　条例案の検討

30年

市の区域の変更、字の区域及び名称の変更並びにその経緯

１　市の区域の変更、字
の区域及び名称の変更並
びにその経緯

30年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　訓令案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る訓令案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　訓令の決定及び令達 訓令の決定及び令達に関する文書 ・決裁文書、令達文書

(5)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用の基準の策定に関する文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　要綱、要領等の案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る要綱等の案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　要綱、要領等の決定及び公表 要綱、要領等の決定及び公表に関する文書 ・決裁文書、公表文書

(5)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用の基準の策定に関する文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に係る行政機関との協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

エ　会議に検討のための資料として提出された文書及び
会議の議事が記録された文書

・配布資料、会議録

オ　会議の決定又は了解の内容が記録された文書 ・会議の決定又は了解の内容を記録した文書、公表文書

関係行政機関若しくはその長又は関係実施機関若しくはその長で構成される会議（これらに準ずるものを含む。）の決定又は了解及びその経緯

６　関係行政機関又はそ
の長で構成される会議そ
の他これらに準ずる会議
の決定又は了解及びその
経緯

関係行政機関又はその長で構成される
会議その他これらに準ずる会議の決定
又は了解に関する立案の検討その他の
経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年

５　要綱、要領等の制定
又は改廃及びその経緯

(1)　要綱、要領等の案の検討

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

４　訓令の制定又は改廃
及びその経緯

(1)　訓令案の検討

30年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に係る実施機関との協議に関する文書
・他の実施機関との協議案
・他の実施機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

エ　会議に検討のための資料として提出された文書及び
会議の議事が記録された文書

・配布資料、会議録

オ　会議の決定又は了解の内容が記録された文書 ・会議の決定又は了解の内容を記録した文書、公表文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

ウ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

(2)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(3)　パブリックコメント手続 パブリックコメント手続に関する文書 ・パブリックコメント手続に係る意見等募集及び実施結果に関する文書

(4)　計画等の決定又は改廃及び公表 計画等の決定又は改廃及び公表に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

ウ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

(2)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(3)　事業の決定 事業の決定に関する文書 ・決裁文書

(4)　契約の締結 契約の締結に関する文書
・契約に係る要件、内容、方法等に関する文書
・入札等の実施結果に関する文書
・決裁文書、契約書等

(5)　補助金等の交付申請 国、県等からの補助金等の交付に関する文書
・交付要件、協議等に関する文書
・交付申請、交付決定等に関する文書
・実績報告に関する文書

(6)　事業の実施 事業の実施に関する文書 ・事業の実施内容等が記録された文書

(7)　事業の評価及び報告 事業の評価及び報告に関する文書 ・事業の利用等の状況その他の事業の評価及び報告に関する文書

９ 市政又は事業の実施
に関する事項

(1)　事業の検討

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

市政若しくは事業に関する計画若しくは方針の策定又は改廃及びその経緯

８　市政若しくは事業に
関する計画若しくは方針
の策定又は改廃及びその
経緯

(1)　計画等の立案の検討

計画期間の終了の日
に係る特定日以後、
業務上必要な期間に

より
10年
５年

７　関係実施機関又はそ
の長で構成される会議そ
の他これらに準ずる会議
の決定又は了解及びその
経緯

関係実施機関又はその長で構成される
会議その他これらに準ずる会議の決定
又は了解に関する立案の検討その他の
経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　立案の基礎文書 ・立案の契機（関係法令、方針、計画、指示等）に関する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

エ　行政処分の審査基準、処分基準及び標準処理期間の
設定に関する文書その他当該設定に至る過程が記録され
た文書

・審査基準等の案の決定過程に関する文書
・決裁文書、公表文書

ア　許認可等に係る事前相談及び事前協議に関する文書
・相談、回答等の記録
・事前協議書

イ　許認可等の申請に関する文書 ・申請書、添付資料等

ア　許認可等の審査に関する文書 ・審査に関する文書

イ　許認可等の検討に関する文書
・処分の検討に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(3)　許認可等の決定 許認可等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知文書

(1)　事案の調査 事案の調査及び状況の確認に関する文書 ・事案の発生及び事実確認等に関する文書

(2)　不利益処分の検討 不利益処分の検討に関する文書
・弁明等に関する文書
・処分の検討に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(3)　不利益処分の決定 不利益処分の決定に関する文書 ・決裁文書、通知文書

ア　立案の基礎文書 ・立案の契機（関係法令、方針、計画、指示等）に関する文書

イ　案の検討に関する文書

・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

ウ　基準の決定に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　補助金等の交付の審査及び決定に関する文書
・申請書及び添付資料、説明記録等
・審査に関する文書

イ　補助金等の実績報告に関する文書 ・実績報告、償還等に関する文書

(1)　不服申立ての提起 不服申立ての提起に関する文書 ・審査請求書、補正命令書等

(2)　要件審査 要件審査に関する文書 ・要件審査に係る確認票等

ア　附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

イ　裁決、決裁その他の処分に関する文書その他当該処
分に至る過程が記録された文書

・弁明等に関する文書
・処分の検討に関する文書

(4)　裁決等 裁決書又は決定書 ・裁決書、決定書

14　不服申立てに関する
裁決、決定その他の処分
及びその経緯

裁決、決定その他の
処分がされる日に係

る特定日以後
10年(3)　審理

(2)　補助金等の交付

12　不利益処分の決定及
びその経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年

13　補助金等の交付及び
その経緯

(1)　補助金等の交付に係る基準の設定
及びその経緯 交付に係る事業等が

終了する日に係る特
定日以後

５年

11　許可、認可、承認等
の行政処分の決定及びそ
の経緯

(1)　許認可等の申請

許認可等の効力が消
滅する日に係る特定

日以後
５年(2)　許認可等の審査及び検討

個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

10　審査基準、処分基準
及び標準処理期間の設定
及びその経緯

行政処分の審査基準、処分基準及び標
準処理期間の設定に関する立案の検討
その他の経緯

10年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　訴訟の提起又は応訴等に関する文書
・訴状、期日呼出状
・出訴又は応訴の決裁文書、指示事項等の記録
・議案の決裁文書、議案書及び説明資料、答弁書

イ　方針決定に関する文書 ・訴訟の提起又は応訴等の方針決定等に関する文書

(2)　訴訟における主張又は立証 訴訟における主張又は立証に関する文書 ・答弁書、準備書面、証拠申出書等

(3)　判決等 判決又は和解に関する文書 ・判決書、和解調書

(1)　組織編制及び定員の検討 組織編制及び定員の要求及び検討に関する文書
・組織の新設、廃止又は改編等の契機（検討に至る理由、指示、要望等）に関
する文書
・組織及び定員の検討資料

(2)　組織編制及び定員の決定及び公表 組織編制及び定員の決定に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　採用計画の検討及び決定に関する文書 ・職員の退職見込み、採用方針、採用計画等に関する文書

イ　採用試験等の実施及び結果に関する文書
・採用試験等の方針、計画、方法等に関する文書
・採用試験等の実施結果に関する文書

ウ　採用の決定に関する文書 ・決裁文書

(2)　職員の退職の決定 退職に関する文書 ・退職の手続に関する文書

ア　人事異動の方針に関する文書 ・人事異動の方針に関する文書

イ　人事異動の決定に関する文書 ・決裁文書

ア　懲戒又は分限の検討に関する文書 ・懲戒又は分限の根拠となった事実及び検討に関する文書

イ　懲戒又は分限の決定に関する文書 ・決裁文書

(5)　職員の履歴に関する経緯 職員の履歴に関する経緯 ・履歴書、職務の経歴の記録、職員録、発令関係等 常用

ア　選考の実施及び結果に関する文書
・採用選考等の方針、計画、方法等に関する文書
・採用選考等の実施結果に関する文書

10年

イ　任用及び免職に関する文書 ・決裁文書

(2)　会計年度任用職員の退職の決定 退職に関する文書 ・退職の手続きに関する文書

(3)　会計年度職員の履歴に関する経緯 会計年度任用職員の履歴に関する経緯 ・履歴書、職務の経歴の記録、発令関係等 常用

(1)　人事評価制度の制定又は改廃及び
その経緯

人事評価制度の制定及び改廃に関する文書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・決裁文書

10年

(2)　人事評価の実施 人事評価の実施及び結果に関する文書 ・人事評価の実施及び結果に関する文書 ５年

(1)　職員の退職手当の支給 退職手当の決定及び支給に関する文書 ・退職手当の決定及び支給に関する文書

支給制限その他の支
給に関する処分を行
うことができる期間
又は５年のいずれか

長い期間

(2)　職員の給与又は手当等の支給 給与の決定又は手当等の認定及び支給に関する文書
・給与の決定及び支給に関する文書
・手当等の認定及び支給に関する文書

５年

19　職員の人事評価に関
する事項

20　職員の給与等に関す
る事項

18　会計年度任用職員の
任用に関する事項

(1)　会計年度任用職員の採用の決定

常用

常用

(3)　職員の異動の決定 10年

(4)　職員の懲戒又は分限に関する事項
指導

30年

17　職員の任免等に関す
る事項

(1)　職員の採用の決定
10年

組織又は人事に関する事項

16　組織又は定員に関す
る事項

10年

15　訴訟の提起又は応訴
等及びその経緯

(1)　訴訟の提起又は応訴等 訴訟が終結する日に
係る特定日以後

10年

5/12



別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　出勤、休暇等に関する文書 ・出退勤、休暇等の記録等に関する文書

イ　時間外勤務等に関する文書 ・時間外勤務命令等に関する文書

ウ　出張に関する文書
・旅行命令に関する文書
・復命に関する文書

(2)　職員の研修 研修に関する文書 ・研修に関する文書

(3)　職員の福利厚生 福利厚生に関する文書 ・福利厚生に関する文書

ア　立案の基礎文書 ・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書

(2)　決定及び公表 決定及び公表に関する文書 ・決裁文書、公示文書

ア　議案の検討に関する文書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

イ　議案の決定に関する文書 ・決裁文書、議案書

ア　議会の招集に関する文書
・議会の開催経緯に関する文書
・議会の招集に関する文書

イ　議会資料に関する文書
・提案理由書
・議案説明資料

ウ　議決等に関する文書
・議会の審議に関する文書
・議決結果に関する文書

(3)　その他の議会の事務 議会の事務に関する文書 ・議会の事務に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年

ア　市に対する請願、陳情、要望等に関する文書 ・請願書、陳情書、要望書等

イ　市が国又は県に対して行う要望等に関する文書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・要望書等

(2)　請願、陳情、要望等への対応 請願、陳情、要望等への対応に関する文書 ・請願、陳情、要望等に対する対応の検討及び決定に関する文書

25　特別職の事務引継に
関する事項

事務引継書の決定 事務引継書 ・市長、副市長等の事務引継書 30年

24　請願、陳情、要望等
に関する事項（他の項に
該当するものを除く。）

(1)　請願、陳情、要望等
業務上必要な期間に

より
10年
５年
３年

23　市議会に関する事項

(1)　議案の提出

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

(2)　議会の開催

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

その他の事項

22　告示、公告その他公
示に関する事項（他の項
に該当するものを除
く。）

(1)　告示等の案の検討

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

21　職員の服務等に関す
る事項

(1)　職員の服務 業務上必要な期間に
より
５年
３年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

26　部長、次長、課長、
課長補佐及びこれらに相
当する者の事務引継に関
する事項

事務引継書の決定 事務引継書 ・部長、次長、課長、課長補佐等の事務引継書 ５年

27　係長及びその他の職
員（他の項に該当する者
を除く。）の事務引継に
関する事項

事務引継書の決定 事務引継書 ・係長等の事務引継書 ３年

(1)　表彰等の制度の創設等
表彰制度の創設、変更又は廃止及びその経緯に関する文
書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・関係法令、例規等
・決裁文書、公表文書

ア　表彰等の対象者の選定に関する文書
・選考基準に関する文書
・対象者の選定案及び関係資料

イ　表彰等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知文書

(3)　式典等の実施 式典等の計画及び実施に関する文書
・式典等の開催計画
・決裁文書、公表文書
・実施状況の記録に関する文書

(4)　後援、共催等 後援、共催等に関する文書
・申請書
・決裁文書、通知書

５年

(1)　市の沿革及び市史の編さん 市の沿革及び市史の編さんに関する文書
・市の沿革及び市史の編さんの検討に関する文書
・市の沿革及び市史に関する資料

(2)　記念行事又は催事等 記念行事又は催事等の開催に関する文書
・行事等の開催計画
・決裁文書、公表文書
・実施状況の記録に関する文書

ア　予算編成方針の決定及びその経緯に関する文書 ・予算編成方針の検討及び決定に関する文書

イ　予算の要求に関する文書 ・予算要求書及び関係資料

ウ　予算案の調製及び決定に関する文書
・予算査定資料
・議案の決裁文書及び関係資料

エ　議案の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・議決結果に関する文書

(2)　起債、交付税等 起債、交付税等に関する文書 ・起債、交付税等に関する文書

ア　決算の調製に関する文書 ・決算資料

イ　決算の審査等に関する文書
・監査委員の審査に関する文書
・議会の認定に関する文書

ウ　決算の公表に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　契約の内容及び方法の検討に関する文書
・契約に係る要件、内容、方法等の検討に関する文書
・費用積算書、仕様書、設計書

イ　入札又は随意契約の実施に関する文書
・決裁文書、通知文書又は公示文書
・入札等の実施結果に関する文書

ウ　契約の締結に関する文書 ・決裁文書、契約書

エ　履行の確認に関する文書
・業務完了届、納品書等及び関係資料
・検査書及び関係資料

(3)　決算の報告等

31　契約の締結に関する
事項（他の項に該当する
ものを除く。）

契約の締結

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

29 市の沿革及び市史の
資料に関する事項

10年

30　予算、決算、財政状
況等に関する事項

(1)　予算の編成等

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

28　表彰、式典、行事等
に関する事項

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

(2)　表彰等の授与
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　協定等の締結の契機となった文書 ・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書

イ　協定等の内容の検討及び協議に関する文書
・内容の協議に関する文書
・協定案等の検討に関する文書

ウ　協定等の締結に関する文書 ・決裁文書、協定書

ア　取得又は処分の契機となった文書 ・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書

イ　取得又は処分の検討に関する文書 ・価格の設定又は評価等に関する文書

ウ　交渉等に関する文書 ・交渉、協議等の記録

エ　議案の決定に関する文書 ・議案の決裁文書及び関係資料

オ　議案の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・答弁書

カ　契約又は寄附等に関する文書
・入札等の実施結果に関する文書
・契約書等
・登記に関する文書

ア　管理に関する文書
・管理台帳等
・修繕、維持管理等に関する文書

イ　境界確定に関する文書
・申請書及び添付資料
・境界立会及びその結果に関する文書

ウ　貸付等に関する文書
・申請書及び添付資料
・決裁文書、許可書、契約書

ア　取得、管理又は処分に関する文書
・管理台帳等
・修繕、維持管理等に関する文書

イ　契約又は寄附等に関する文書
・入札等の実施結果に関する文書
・契約書等
・所管換え等に関する文書

(3)　その他の財産の取得、管理又は処
分

33　財産の取得又は処分
等に関する事項

(1)　公有財産の取得又は処分 30年

(2)　公有財産の管理

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

32　協定等の締結に関す
る事項（他の項に該当す
るものを除く。）

協定等の締結

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

エ　事前評価に関する文書
・評価書
・対応方針に関する文書

オ　関係機関、団体等との協議又は調整に関する文書
・関係法令等に基づく協議、認可、同意等に係る手続及びその結果に関する文
書
・関係機関、団体等との協議等及びその結果に関する文書

(2)　事業計画の決定 事業計画の決定に関する文書 ・決裁文書

ア　入札又は随意契約の実施に関する文書

・契約に係る要件、内容、方法等の検討に関する文書
・費用積算書、仕様書、設計書
・決裁文書、通知文書又は公示文書
・入札等の実施結果に関する文書

イ　契約の締結に関する文書 ・決裁文書、契約書

ア　事業の実施に係る協議に関する文書 ・協議及びその結果に関する文書

イ　事業内容に関する文書
・工程表
・進捗状況報告書

(5)　履行の確認 履行の確認に関する文書
・竣工届及び関係資料
・検査書及び関係資料

(6)　補助金等の交付申請 国、県等からの補助金等の交付に関する文書
・交付要件、協議等に関する文書
・交付申請、交付決定等に関する文書
・実績報告に関する文書

ア　立案の基礎文書

・立案の契機（事案の発生その他の立案を検するに至る経緯、指示等）に関す
る文書
・関係機関、団体等との協議等及びその結果に関する文書
・調査体制、方法等の検討に関する文書
・決裁文書

イ　案の検討に関する文書
・結果の取りまとめに関する文書
・決裁文書、報告書、公表文書

ア　監査又は検査の実施に関する文書 ・実施通知等

イ　監査又は検査の結果に関する文書
・結果の報告等に関する文書
・結果に係る対応等に関する文書

36　監査又は検査に関す
る事項（他の項に該当す
るものを除く。）

監査又は検査

業務上必要な期間に
より
10年
５年

(3)　契約の締結

(4)　事業の実施

35　調査及び統計に関す
る事項（他の項に該当す
るものを除く。）

調査及び統計

業務上必要な期間に
より
10年
５年

34　公共事業の事業の実
施に関する事項

(1)　事業計画の立案の検討

事業の終了の日に係
る特定日以後

10年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　委員の委嘱に関する文書
・委員構成等の検討に関する文書
・委員候補者の選定に関する文書
・決裁文書、委嘱状

イ　諮問事項等に関する文書 ・諮問文書

ウ　会議の開催に関する文書
・開催経緯に関する文書
・開催通知

エ　答申、提言、報告及び会議の決定又は了解に関する
文書

・答申、提言、報告等

オ　会議の記録に関する文書 ・会議録

ア　金銭の出納に関する文書
・支出命令等に関する文書
・調定等に関する文書
・根拠書類

イ　切手等の受払に関する文書 ・郵便切手等使用簿

ア　公文書ファイルの管理に関する文書 ・公文書ファイル管理簿 常用

イ　公文書ファイル等の移管又は廃棄に関する文書 ・移管及び廃棄の記録に関する文書 30年

ウ　その他の文書の管理に関する文書
・文書の収受及び発送に関する文書
・文書管理システムに関する文書

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

ア　公印台帳 ・公印台帳 常用

イ　公印の調製等 ・公印の新調、改刻及び廃止に関する文書 30年

イ　その他公印の管理に関する文書
・公印の使用に関する文書
・管理状況調査に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年

ア　発生の状況、様態等に関する文書 ・発生の状況、様態等の記録に関する文書

イ　対応等の決定及びその経緯に関する文書
・対応の検討に関する文書
・対応等の決定及び実施に関する文書

40　本市内の大規模な災
害又は重大な事件、事故
等に関する事項

本市内の大規模な災害又は重大な事
件、事故等の発生の状況及び対応の決
定

10年

38　金銭等の出納に関す
る事項

金銭等の出納 ５年

39　文書の管理等に関す
る事項

(1)　文書の管理

(2)　公印の管理

37　附属機関等、協議会
等に関する事項（他の項
に該当するものを除
く。）

附属機関等、協議会等の会議の決定又
は了解及びその経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

ア　公文書の開示請求等に関する文書 ・開示請求書

イ　公文書の開示等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知書

ア　個人情報の開示請求等に関する文書 ・開示請求書

イ　個人情報の開示等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知書

(3)　個人情報の取扱い 個人情報取扱事務に関する文書
・目的外利用に関する文書
・個人情報保護に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年

ア　戸籍及び附票等の原本
・戸籍簿、除籍簿
・附票

※備考２に該当

イ　戸籍の管理に関する文書
・戸籍謄抄本等請求書
・通知書
・戸籍システムに関する文書

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

ア　住民基本台帳 ・住民基本台帳 ※備考２に該当

イ　住民基本台帳の管理に関する文書
・住民異動届
・通知書
・住民基本台帳ネットワークシステムに関する文書

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

43　租税その他各種公課
に関する事項

賦課及び徴収等 賦課及び徴収等に関する文書

・課税等の根拠に関する文書
・課税台帳
・調定簿
・督促状

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

44　原簿、台帳その他の
常時利用する必要がある
文書に関する事項

原簿、台帳その他の常時利用する必要がある文書 ・墓地台帳 常用

45　軽易な照会、回答、
通知、申請及び届等に関
する事項（他の項に該当
するものを除く。）

軽易な照会、回答、通知、申請及び届
等に関する業務

軽易な照会、回答、通知、申請及び届等に関する文書

・照会書
・回答書
・通知書
・申請書
・届書
・報告書
・送付書

業務上必要な期間に
より
５年
３年
1年

(2)　個人情報の開示請求に対する決定
及びその経緯

10年

42　戸籍及び住民基本台
帳等に関する事項

(1)　戸籍の管理

(2)　住民基本台帳の管理

41　情報公開及び個人情
報保護に関する事項

(1)　公文書の開示請求に対する決定及
びその経緯

10年
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別表 文書保存期間基準表

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間

46　庶務に関する事項
（他の項に該当するもの
を除く。）

庶務 庶務に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年
1年

備考

１ この表における次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。
　（１）　立案の基礎文書　立案の基礎となった市政に関する基本方針又は市政上の重要な事項に係る意思決定が記録された文書
　（２）　調査研究文書　調査又は研究の結果及び当該結果に至る過程が記録された文書
　（３）　附属機関等の文書　郡山市附属機関等の設置及び運営に関する指針（平成14年８月１日適用）に規定する附属機関等に検討のための資料として提出された文書及び附属機関等の議事、答申、
　　　　建議、報告若しくは意見が記録された文書その他附属機関等における決定若しくは了解又はこれらに至る過程が記録された文書
　（４）　実施機関　郡山市情報公開条例（平成13年郡山市条例第44号）第２条第１号に規定する実施機関
　（５）　特定日　文書作成取得日においては不確定である期間を保存期間とする文書において保存期間の起算日となるべき日であり、法律関係が消滅した日その他の起算日の特定に係る事象が生じた
　　　　日の属する年度の翌年度の４月１日

２　法律若しくはこれに基づく命令又は条例等による保存期間の定めのある文書は、当該法律等の規定によるほか、この表により難い文書の保存期間については、文書責任者がこの表の規定を参酌して
　定める。

３　この表の複数の類型に該当する文書の保存期間は、当該類型ごとに定める保存期間のうち最も長いものとする。
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郡山市歴史公文書評価選別基準策定
スケジュール

　　あ

時期 懇談会 選別基準

上旬

中旬

下旬

7/5

第１回懇談会
・評価選別とは
・本市の選別基準の方針

中旬
・評価選別基準（市長部局）案について庁内照会
　※保存期間基準表の精査も兼ねる。

下旬

上旬 　　　　　照会内容とりまとめ

中旬 ・評価選別基準（市長部局）案の作成

下旬

上旬
第２回懇談会
・評価選別基準（市長部局）案の審議

中旬
・（評価選別基準（市長部局）案の修正）

下旬

第３回懇談会
・評価選別基準（市長部局）案の審議・最終確
認

・(評価選別基準（市長部局）案の修正)
・東日本大震災関係文書の収集

１１
月

１２
月

・評価選別基準（市長部局・実施機関）の決裁

１月

２月
・評価選別基準により選別
・レコードスケジュールの試行実施

３月

１０
月

令和４年度

６月

7月

８月

９月

資料3



文書管理の見直しスケジュール

1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4

2021年度（令和3年度） 2022年度（令和4年度） 2023年度（令和5年度）
2024年度（令和6年度）

職員研修 職員研修

条
例

9

月
議
会

条
例
（案
）決
定

条
例
骨
子
（案
）

郡山市公文書等の管理

に係る懇談会（３回）

職員研修

選
別
基
準
決
定

レコードスケジュール

（運始予定）

開
館

職員研修

郡山市公文書等の管理

に係る懇談会（３回）

郡山市公文書等の管理

に係る懇談会

条例一部施行(附属機関）

公文書管理附属機関

職員研修

試行開始

職員研修

文書管理指針（運用）

文書保存期間基準表（運用）

※永年廃止

文書管理指針（案）

文書保存期間基準表（案）

評価選別基準（運用開始）評価選別基準（案）検討

関係例規の整備 条例・規程等の施行

関係例規の見直し

歴史資料館等に保管中の公文書の整理と目録作成

1



特定歴史公文書等

歴史公文書

歴史資料として重要な公文書

文 書

歴史資料

郡山市の文書管理イメージ図

個人等

寄贈寄託文書
（歴史資料）

公文書

歴史資料として受け入れる文書は、
郡山市に関係するもの

現用文書

非現用文書

総括文書責任者（総務部長）

博物館法

（仮称）郡山市歴史情報・公文書館長

公文書管理条例（案）に規定する公文書等

移管

公文書館法

歴史情報館公文書館機能

資料４
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〇歴史公文書等の適切な保存並びに利用及び利用の促進（第１条及び第23条）

〇移管又は廃棄（第８条）

〇特定歴史公文書等の保存等（第15条）

〇特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱い(第16条）

〇地方公共団体の文書管理

（第34条）地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その保有する文書の

適正な管理に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなけれ

ばならない。

（責務）
第３条 国及び地方公共団体は、歴史資料として重要な公文書等の保存及び
利用に関し、適切な措置を講ずる責務を有する。

（公文書館）
第４条 公文書館は、歴史資料として重要な公文書等（国が保管していた歴
史資料として重要な公文書その他の記録を含む。次項において同じ。）を保
存し、閲覧に供するとともに、これに関連する調査研究を行うことを目的と
する施設とする。
２ 公文書館には、館長、歴史資料として重要な公文書等についての調査研
究を行う専門職員その他必要な職員を置くものとする。

附則
（専門職員についての特例）
２ 当分の間、地方公共団体が設置する公文書館には、第４条第２項の専門
職員を置かないことができる。

１ 公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）

２ 公文書館法（昭和62年法律第115号）

公文書館の整備に関する法律

① 保存及び

利用に関し、

適切な措置

・収集

（実施機関との協議、評価選別、公文書の引き渡し）

・利用に供する整理

（殺虫処理、資料のマスキング等個人情報の処理、

保存箱への収納、保存庫への配架、媒体変換など）

・劣化点検

・損傷した文書等のデジタル化、修復等

② 閲覧 ・公開目録作成

・閲覧申請

・利用請求（郵送やファクシミリによる）

・レファレンスサービス

③ 調査研究 ・公文書等を適切に管理するために必要な調査研究

・研修・研究会への参加

④ その他 ・普及広報活動（刊行物の発行など）

・常設展示

・デジタルアーカイブの提供

・職員研修

・図書館等との連携

公文書館の基本的役割と業務（他自治体の業務例）

3



歴史情報 ・ 公文書館

特定歴史公文書移管

集
中
管
理
・
適
正
管
理
の
た
め
に
必
要
な
措
置

保
存

保
存
期
間
満
了

移
管
、
廃
棄
又
は
保
存
期
間
の
延
長

保
存
期
間
満
了
時
の
措
置
（
移
管
又
は
廃
棄
）
の
決
定

公
文
書
フ
ァ
イ
ル
、
保
存
期
間
及
び
保
存
期
間
満
了
日
の
設
定

整
理

文
書
保
存
期
間
基
準
表

歴
史
公
文
書

公
文
書 永久保存・利用

評価選別基準

「特定歴史公文書として永久保存する文書」 と
「廃棄する文書」を分けること

発
生
（
作
成
・
収
受
）

※保存場所に限度がある。

実施機関

廃棄

歴史公文書の評価選別基準策定について

• 評価選別とは？どの記録を作成及び捕捉する必要があるか、並びにどれだけの期間、記録を保持しておく必要があるのかを

決めるため、業務活動を査定するプロセス （「記録管理の国際標準」の定義）

資料５
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保

存

期

間

満

了

文書の発生（作成・取得） 施行 保存

歴公館

原則公開（永久保存）

利用

延長現用文書 非現用文書

文書の作成時に移管又は廃棄の措置決定
（ＲＳ設定）

 個々の文書ごとに、文書発生時（文書収受時又は文書作成時）に、保存期間が満了した時の措置（歴公館に移管するか又は廃棄

するか）を決めておくこと。

 実務的には、ファイル（簿冊）ごとにＲＳをあらかじめ設定しておくことで、文書発生時にファイルを選択した時にその文書の

ＲＳが決定する仕組みとなる。

レコードスケジュール（ＲＳ）とは

 文書の内容を最も熟知している文書作成者が判断することで、より適正な措置を決定することが可能となるため

なぜ「文書発生時」なのか

評価選別 ①いつ行うのか。 レコードスケジュール（ＲＳ）の導入

移管
• 公開目録作成・公表
• 目録システム導入
• 利用（公開）基準
・専門的職員配置

廃棄

5



評価選別を行い、「移管」するか「廃棄」するのかを入れる。
（初期値は「廃棄」。「移管」の場合直す。）

Ｒ４年度 「歴史公文書」の選別基準を策定し、基準に沿って、ファイルごとにレコードスケジュールをつける。
（試行運用）

作業内容 １ 市長部局の 「歴史公文書の評価選別基準」を策定する。 （総務法務課）

２ １をベースに実施機関ごとに「歴史公文書の評価選別基準」を策定する。 （各実施機関）

３ 評価選別基準に従い、ファイルごとにＲＳを設定する。 （各課等）

レコードスケジュールを運用。文書作成時に、レコードスケジュールが決定する。Ｒ５年度～

「評価選別基準」の策定と運用

6



郡山市の沿革と文書管理関連事項

郡山市の沿革 （「郡山市の歴史」より抜粋） 文書管理関連事項

１９２４年（大正１３年） 小原田村を合併、郡山町が市制施行

１９２５年（大正１４年） 桑野村が郡山市に合併

１９３０年（昭和 ５年） 郡山市役所の新庁舎が落成

１９４４年（昭和１９年） 軍都に指定

１９４５年（昭和２０年） 郡山空襲

１９５４年（昭和２９年）
町村合併が行われ、熱海町と丸守村合併、熱海町が安積郡に編入。
永盛町と豊田村が合併し、安積町となる。富久山町に小泉村が合併する。
富田村の大部分が郡山市に合併する。

１９５５年（昭和３０年）
町村合併により、田村町、湖南村、三穂田村、逢瀬村、西田村が誕生。
大槻町と高瀬村、三春町・岩江村の一部が郡山市に合併する。

１９６５年（昭和４０年）
郡山市と安積９か町村、田村町が合併
中田村・西田村が郡山市に合併

１９６６年（昭和４１年） 郡山史編さん事業開始

１９６８年（昭和４３年） 郡山市役所庁舎、現在地に新築落成

１９８０年（昭和５５年） マイクロフィルム文書取扱規程（昭和55年郡山市訓令第８号）を制定

１９８２年（昭和５７年） 郡山市歴史資料館開館。東北新幹線開通

１９８６年（昭和６１年） ８．５水害

１９９４年（平成 ６年） 市役所「西庁舎」完成 西庁舎「地下書庫」完成 本庁（出先機関以外）は、地下書庫に保存

１９９７年（平成 ９年） 中核市へ移行

２００６年（平成１８年）
「文書管理システム」導入
文書の取扱 【原則】 電子決裁

【例外】 永年文書、二役決裁

２００８年（平成２０年） 音楽都市宣言

２０１１年（平成２３年） 東日本大震災発生、東京電力福島第一原子力発電所事故

２０１９年（令和元年） 令和元年度東日本台風
現「文書管理システム」導入

文書の取扱 【原則】 全て電子決裁

２０２１年（令和３年）
・マイクロフィルム撮影終了（令和元年文書まで撮影済）
・市ＯＢによる「歴史的に価値ある文書の分別作業」終
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郡山市の現在の「歴史資料として価値のある文書の分別基準」

郡山市文書等取扱規程第５９条の規定に基づき、廃棄する文書のうち、歴史資料として価値ある文書を分別し、及び

保存するため、分別作業員を置く。

１ 市の基本事項に関するもの

２ 市の重要施策に関するもの

(1) 昭和20年代までのもの

(2) 主要道路（さくら通り、新さくら通り、内環状線、東部幹線、うねめ通り等）建設

(3) 主要施策（市庁舎、東山霊園、下水道処理センター、学校、保育所等）建設

(4) 都市計画（代表的な区画整理）、建築許可（商業ビル、高層マンション、大規模工場等）

３ 制度の新設及び改廃に関するもの

４ 市議会の提案議案、会議の結果の報告及び決議書

５ 陳情、請願に関するもの

６ 社会的問題になった事件に関するもの

７ 表彰に関するもの

８ 財産区に関するもの

９ 町並みの写真、図面等マイクロフィルムでは、十分保存し難いもの

10 その他歴史的に価値のあるもの

１ 選別の考え方
「市史編さん事業の資料」としての選別

２ 対象となる事業を指定していない。

公文書管理の目的

 市政が適正かつ効率的に運営されるようにすること

 市が有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務を全うすること

見直しが必要

8



２ 具体的な移管・廃棄の判断基準

評価選別 ② 国の「評価選別基準」の考え方

（１）「業務に応じた公文書類型表」の保存期間満了時の措置

業務ごとに「移管」するか「廃棄」するか決めておく。

（２）「政策単位」での保存期間満了時の措置 （参考 国及び先進自治体）

１の考え方に照らして、１（１）の表で「廃棄」とされているものも含め、原則「移管」する。

（３）昭和２７年度までに作成・取得された文書

（４）（１）～（３）に記載のない文書

１の考え方に照らして、各行政機関において個別に判断する。

（１）国の機関及び独立行政法人等の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関する重要な

情報が記録された文書

（２）国民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書

（３）国民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された文書

（４）国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書

１ 基本的考え方
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評価選別 ③ 郡山市の「評価選別基準」

基本的には、国のガイドラインに準拠して、評価選別基準を策定する。

国 つくば市 秋田市 郡山市

（１）国の機関及び独立行政法人等

の組織及び機能並びに政策の検討過

程、決定、実施及び実績に関する重

要な情報が記録された文書

（２）国民の権利及び義務に関する

重要な情報が記録された文書

（３）国民を取り巻く社会環境、自

然環境等に関する重要な情報が記録

された文書

（４）国の歴史、文化、学術、事件

等に関する重要な情報が記録された

文書

（１）市の機関の組織及び機能並び

に政策の検討過程、決定、実施及び

実績に関する重要な情報が記録され

た公文書等

（２）市民の権利及び義務に関する

重要な情報が記録された公文書等

（３）市民を取り巻く環境、自然環

境等に関する重要な情報が記録され

た公文書等

（４）市の歴史、文化、学術、科学、

事件等に関する重要な情報が記録さ

れた公文書等

（１）本市の組織および政策の検討

過程、決定、実施及び実績に関する

重要な情報が記録された公文書

（２）市民の権利義務に関する重要

な情報が記録された公文書

（３）市民を取り巻く社会環境、自

然環境等に関する重要な情報が記録

された公文書

（４）本市の歴史、文化、学術、事

件等に関する重要な情報が記録され

た公文書

（１）市の機関の組織及び機能並び

に政策の検討過程、決定、実施及び

実績に関する重要な情報が記録され

た公文書

（２）市民の権利及び義務に関する

重要な情報が記録された公文書

（３）市民を取り巻く社会環境、自

然環境等に関する重要な情報が記録

された公文書

（４）市の歴史、文化、学術、事件

等に関する重要な情報が記録された

公文書

１ 基本的考え方
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評価選別 ③ 郡山市の「評価選別基準」

国 郡山市

（１）「業務に応じた公文書類型表」の保存期間満了時の措置

業務ごとに「移管」するか「廃棄」するか決めておく。

（１）「業務単位」での保存期間満了時の措置

国と同じ。Ｒ３年度に策定した「文書保存期間基準表」に

保存期間満了時の措置「移管」又は「廃棄」を加える。

（２）（１）に記載のない文書

１の考え方に照らして、各実施機関において 個別に判断する。

（２）「政策単位」での保存期間満了時の措置

１の考え方に照らして、(１)の表で「廃棄」とされているものも含め、

原則「移管」する。

（３）「政策単位」での保存期間満了時の措置

国と同じ。

（３）昭和２７年度までに作成・取得された文書 （４）昭和４０年度までの合併前の文書については「移管」とする。

（５）令和３年度まで分別してきた

「歴史資料館」に保存中の文書については「移管」とする。

（４）（１）～（３）に記載のない文書

１の基本的の考え方に照らして、各行政機関において個別に判断する。

２ 具体的な移管・廃棄の判断基準

３ 「評価選別対象外」文書の基準を設ける

1. 選別に当たっては、添付文書を含む一連の対象文書の中で、真に保存すべきもののみを抽出し、保存する。

・歴公館の収蔵庫スペースの有効活用

2. 職員の事務効率化

・災害等の対応等により事務量が増加している。

3. 利用者が早期に利用できる環境を整備する。

・受け入れから目録公開・利用提供までのスケジュール
11
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国 つくば市 郡山市(案）
１ 災害及び事故事件への対処 災害及び事故事件への対処 災害及び事故事件への対処

・阪神・淡路大震災関連 ・オウム真理教対策
・病原性大腸菌Ｏ157対策 ・東日本大震災関連
・新型コロナウイルス感染症関連

・東日本大震災
・竜巻災害

・東日本大震災 ・令和元年東日本台風
・福島第一原子力発電所事故
・新型コロナウイルス感染症関連
・郡山飲食店ガス爆発事故

２ 我が国における行政等の新たな仕組みの構
築

市における行政等の新たな仕組みの構築
市における行政等の新たな仕組みの構
築

・中央省庁等改革 ・情報公開法制定
・不良債権処理関連施策 ・公文書管理法関連
・天皇の退位

・つくば市未来構想 ・教育日本一への取組
・つくばスタイル科の取組 ・行政組織の改編
・保育士等処遇改善助成
・研究学園地区まちづくりビジョン

・こおりやま広域連携中枢都市圏
・音楽都市宣言

３ 国際的枠組みの創設 国際的事項への取組 国際的事項への取組

・気候変動に関する京都会議関連施策
・サッカーワールドカップ日韓共催
・2020年東京オリンピック・パラリンピック

・国際戦略総合特区
・ＳＤＧs
・ISO14001取得

・ＳＤＧs未来都市選定
・セーフコミュニティ認証

4 旧市町村における重要な文書

・市長、町長又は村長事務引継所
・筑波鉄道 ・公共事業 ・国際交流 ・都市宣言
・災害に関する記録 ・旧市町村のシンボル
・市史、町史又は村史編纂資料 ・学校の統廃合

５ 庁舎移転に関する文書

6 科学に関する取組

・モビリティロボット実験特区
・つくば科学教育マイスター

７ 環境への取組

・超小型モビリティ事業 ・放射線対策事業
・つくば環境スタイル“SMILe”
・つくばナノテクノロジー拠点形成
・筑波山地域ジオパーク

国・つくば市 「業務単位」以外に「政策単位」で例示している。

評価選別 ③ 郡山市の「評価選別基準」 政策単位

●実務的な政策選定の基準

国の「行政文書の管理に関するガイドライン」

第７ 留意事項

各行政機関は、国民的関心が極めて高い政策や、

基本的制度を新設又は抜本的に変更するような

政策を重要政策として選定するものとする。
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評価選別 ③ 「評価選別対象外文書」のイメージ

業務単位 政策単位

ファイル名 郡山市公文書等の管理に係る懇談会 東日本大震災に係るり災証明関係

文書保存期間基準表の事項
「２」

条例の制定又は改廃及びその経緯

「４０」

本市内の大規模な災害又は大規模な事

件、事故に関する事項

保存期間 ３０年 ３０年

評価選別 移管 移管

作成・取得された文書

・審議に係る文書

・会議録

（配布資料を含む。）

・素案

・検討資料

・開催通知

・謝金等の支払文書

・国、県等からの通知

・検討資料

・職員動員依頼

・り災証明申請書

・現地確認及び結果

・り災証明交付決定書類

◎選別に当たっては、添付文書を含む一連の対象文書の中で、真に保存すべきもののみを抽出し、保存する。

選別対象外として、除く（移管しない）。
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・公文書（現用文書）として利用を継続することとし、「評価選別対象外」とする。

（マイクロフィルムは、現在と同様、職員が閲覧利用する。）

※ 市情報公開条例における開示請求の対象文書となる。

・「保存期間が満了した文書」については、データ目録から件名を削除することにより、

職員が利用ができないようにする。また、廃棄台帳も作成する。

現在
「歴史資料館」で保存中

「歴公館」で永久保存

評価選別 ③ マイクロフィルムの取扱い

課題「歴史資料として価値のある文書」を除いた現用文書の集合体となる。

（現用文書を含んでいるため、マイクロフィルムを移管することはできない。）

歴史資料として価値のある文書の「原文書」

フィルム
紙

現用文書

評価選別

特定歴史公文書
（非現用文書）

①データの削除

マイクロフィルム（現用文書）

・紙文書の保管場所を確保するため
・昭和55年度～Ｒ３撮影実施
・約8,200本

②移管

課題

・適切な保存方法

・電磁的記録の方法

分別 目録作成済311箱

紙

②移管文書の目録

データ目録

現用文書

これまで

今後

14



（仮）郡山市の公文書等管理条例 「施行前文書」の取扱い

・ 令和元年度以前完結の永年文書のうち、総務法務課に引き継がれた文書はマイクロフィルムに撮影し、更にその一部は「歴史資料として

価値がある文書」（歴史公文書）として、その原文書を歴史資料館に保存している。

条

例

施

行

「特定歴史公文書」として移管

① 撮影したマイクロフィルムを原本として取扱う文書は、「郡山市歴史公文書評価選別基準」の対象外文書として、総務法務課が管理する。

② 撮影したマイクロフィルムを原本として取扱う文書のうち、歴史公文書として価値のある文書の原文書は、「特定歴史公文書」として、

歴公館に移管する。

③ 条例施行日以前に作成し、又は取得した文書（マイクロフィルムに撮影をしていない文書。）のうち、歴史公文書に該当するものは、

「特定歴史公文書」として、歴公館に移管する。

現状

郡山市の取扱い方針

公文書（マイクロフィルム撮影をしていない公文書）

「歴史公文書」を選別

現用文書

歴史資料として価値のある文書
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１ 基本的考え方（措置の判断）

郡山市の保存期間満了時の措置（評価選別）の考え方

２ 具体的な移管・廃棄の判断基準

（１）市の機関の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関する

重要な情報の記録

（２）市民の権利及び義務に関する重要な情報の記録

（３）市民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報の記録

（４）市の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報の記録

移管

廃棄

業務単位 対象外文書を「除く」保存期間基準表 あり

なし

政策単位

昭和４０年度までの合併前の文書

「歴史資料館」に保存中の、分別済の文書

対象外文書を「除く」

対象外文書を「除く」
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(1) 立案の検討 立案の検討に関する文書
・字の名称変更申出に関する文書
・区画整理事業の換地計画に関する文書

(2) 関係者との協議 協議に関する文書 ・利害関係者（施行者、地権者、住民等）との協議記録

(3) 議案の決定 議案の決定に関する文書 ・議案の決裁文書及び関係資料

(4) 議会審議 議会の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・答弁書

(５) 告示 告示文書 ・告示文

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　条例案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る条例案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　パブリックコメント手続 パブリックコメント手続に関する文書 ・パブリックコメント手続に係る意見等募集及び実施結果に関する文書

(５)　議案の決定 議案の決定に関する文書 ・議案の決裁文書及び関係資料

(6)　議会審議 議会の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・答弁書

(7)　条例の公布 条例の公布に関する文書 ・公布文の写し

(8)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用の基準の策定に関する文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　規則案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る規則案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　規則の決定及び公布 規則の決定及び公布に関する文書 ・決裁文書、公布文書

(５)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用基準策定のための文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

３　規則の制定又は改廃
及びその経緯

(1)　規則案の検討

30年 移管
(１)
(２)

条例、規則、訓令、要綱等の制定又は改廃及びその経緯

２　条例の制定又は改廃
及びその経緯

(1)　条例案の検討

30年 移管
(１)
(２)

・例規審査会関係書
・条例の公布．報告
・法令台帳
・郡山市公文書等の管理に係る懇談会

(例)総務法務課のファイル

市の区域の変更、字の区域及び名称の変更並びにその経緯

１　市の区域の変更、字
の区域及び名称の変更並
びにその経緯

30年 移管 (１)

移管
移管
移管
移管

30年
30年
30年
30年

資料６

保存期間満了後の措置(４パターン)

１．移管

２．重要なものは移管

※基本的な考え方に照らして、重要なものについて移管する。

３．〇〇のものは移管

(例)26 部長、次長、課長、課長補佐及びこれらに相当する者の事務引継に関する事項

「部長及びこれに相当する職のものは移管」

４．廃棄
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　訓令案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る訓令案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　訓令の決定及び令達 訓令の決定及び令達に関する文書 ・決裁文書、令達文書

(５)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用の基準の策定に関する文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　立案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　立案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(2)　要綱、要領等の案の審査 審査の過程が記録された文書 ・例規等審査に係る要綱等の案、審査記録、関係資料

(3)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(4)　要綱、要領等の決定及び公表 要綱、要領等の決定及び公表に関する文書 ・決裁文書、公表文書

(５)　解釈又は運用基準の策定 解釈又は運用の基準の策定に関する文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の検討に関する調査研究文書
・逐条解説、運用解釈及び運用手引等の決定に関する文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に係る行政機関との協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

エ　会議に検討のための資料として提出された文書及び
会議の議事が記録された文書

・配布資料、会議録

オ　会議の決定又は了解の内容が記録された文書 ・会議の決定又は了解の内容を記録した文書、公表文書

関係行政機関若しくはその長又は関係実施機関若しくはその長で構成される会議（これらに準ずるものを含む。）の決定又は了解及びその経緯

６　関係行政機関又はそ
の長で構成される会議そ
の他これらに準ずる会議
の決定又は了解及びその
経緯

関係行政機関又はその長で構成される
会議その他これらに準ずる会議の決定
又は了解に関する立案の検討その他の
経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年

重要なものは移
管

(１)

・訓令・その他の例規 30年 移管

５　要綱、要領等の制定
又は改廃及びその経緯

(1)　要綱、要領等の案の検討

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

重要なものは移
管

(１)

４　訓令の制定又は改廃
及びその経緯

(1)　訓令案の検討

30年 移管
(１)

・要綱・要領・指針 30年 移管
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に係る実施機関との協議に関する文書
・他の実施機関との協議案
・他の実施機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

エ　会議に検討のための資料として提出された文書及び
会議の議事が記録された文書

・配布資料、会議録

オ　会議の決定又は了解の内容が記録された文書 ・会議の決定又は了解の内容を記録した文書、公表文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

ウ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

(2)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(3)　パブリックコメント手続 パブリックコメント手続に関する文書 ・パブリックコメント手続に係る意見等募集及び実施結果に関する文書

(4)　計画等の決定又は改廃及び公表 計画等の決定又は改廃及び公表に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

ウ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

(2)　他の行政機関との協議 協議に関する文書
・他の行政機関との協議案
・他の行政機関からの質問、意見等及びそれに対する回答

(3)　事業の決定 事業の決定に関する文書 ・決裁文書

(4)　契約の締結 契約の締結に関する文書
・契約に係る要件、内容、方法等に関する文書
・入札等の実施結果に関する文書
・決裁文書、契約書等

(５)　補助金等の交付申請 国、県等からの補助金等の交付に関する文書
・交付要件、協議等に関する文書
・交付申請、交付決定等に関する文書
・実績報告に関する文書

(6)　事業の実施 事業の実施に関する文書 ・事業の実施内容等が記録された文書

(7)　事業の評価及び報告 事業の評価及び報告に関する文書 ・事業の利用等の状況その他の事業の評価及び報告に関する文書

・事務報告書
・郡山地方土地開発公社関係書
・広島・長崎中学生派遣事業関係書
・行政センター・行政センター連絡所
関係書
・法律相談関係書
・自主避難者支援関係書

30年
10年
５年
５年

５年
３年

移管
廃棄
廃棄
廃棄

廃棄
廃棄

９ 市政又は事業の実施
に関する事項

(1)　事業の検討

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

重要なものは移
管

(１)

５年 移管

市政若しくは事業に関する計画若しくは方針の策定又は改廃及びその経緯

８　市政若しくは事業に
関する計画若しくは方針
の策定又は改廃及びその
経緯

(1)　計画等の立案の検討

計画期間の終了の日
に係る特定日以後、
業務上必要な期間に

より
10年
５年

重要なものは移
管

(１) ・その他の亊業計画関係書
特定日以
後５年

廃棄

７　関係実施機関又はそ
の長で構成される会議そ
の他これらに準ずる会議
の決定又は了解及びその
経緯

関係実施機関又はその長で構成される
会議その他これらに準ずる会議の決定
又は了解に関する立案の検討その他の
経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年

重要なものは移
管

(１) ・庁議会議録
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　立案の基礎文書 ・立案の契機（関係法令、方針、計画、指示等）に関する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

エ　行政処分の審査基準、処分基準及び標準処理期間の
設定に関する文書その他当該設定に至る過程が記録され
た文書

・審査基準等の案の決定過程に関する文書
・決裁文書、公表文書

ア　許認可等に係る事前相談及び事前協議に関する文書
・相談、回答等の記録
・事前協議書

イ　許認可等の申請に関する文書 ・申請書、添付資料等

ア　許認可等の審査に関する文書 ・審査に関する文書

イ　許認可等の検討に関する文書
・処分の検討に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(3)　許認可等の決定 許認可等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知文書

(1)　事案の調査 事案の調査及び状況の確認に関する文書 ・事案の発生及び事実確認等に関する文書

(2)　不利益処分の検討 不利益処分の検討に関する文書
・弁明等に関する文書
・処分の検討に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

(3)　不利益処分の決定 不利益処分の決定に関する文書 ・決裁文書、通知文書

ア　立案の基礎文書 ・立案の契機（関係法令、方針、計画、指示等）に関する文書

イ　案の検討に関する文書

・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

ウ　基準の決定に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　補助金等の交付の審査及び決定に関する文書
・申請書及び添付資料、説明記録等
・審査に関する文書

イ　補助金等の実績報告に関する文書 ・実績報告、償還等に関する文書

(1)　不服申立ての提起 不服申立ての提起に関する文書 ・審査請求書、補正命令書等

(2)　要件審査 要件審査に関する文書 ・要件審査に係る確認票等

ア　附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

イ　裁決、決裁その他の処分に関する文書その他当該処
分に至る過程が記録された文書

・弁明等に関する文書
・処分の検討に関する文書

(4)　裁決等 裁決書又は決定書 ・裁決書、決定書

・各種補助金関係書

・私学振興関係書

特定日以
後５年

特定日以
後５年

廃棄

廃棄

(2)　補助金等の交付

14　不服申立てに関する
裁決、決定その他の処分
及びその経緯

裁決、決定その他の
処分がされる日に係

る特定日以後
10年

重要なものは移
管

(２)

13　補助金等の交付及び
その経緯

(1)　補助金等の交付に係る基準の設定
及びその経緯 交付に係る事業等が

終了する日に係る特
定日以後

５年

重要なものは移
管

(１)
(２)

(3)　審理

個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

(2)　許認可等の審査及び検討

12　不利益処分の決定及
びその経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年

廃棄 非該当

11　許可、認可、承認等
の行政処分の決定及びそ
の経緯

(1)　許認可等の申請

許認可等の効力が消
滅する日に係る特定

日以後
５年

重要なものは移
管

(２)

10　審査基準、処分基準
及び標準処理期間の設定
及びその経緯

行政処分の審査基準、処分基準及び標
準処理期間の設定に関する立案の検討
その他の経緯

10年
重要なものは移

管
(２)
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　訴訟の提起又は応訴等に関する文書
・訴状、期日呼出状
・出訴又は応訴の決裁文書、指示事項等の記録
・議案の決裁文書、議案書及び説明資料、答弁書

イ　方針決定に関する文書 ・訴訟の提起又は応訴等の方針決定等に関する文書

(2)　訴訟における主張又は立証 訴訟における主張又は立証に関する文書 ・答弁書、準備書面、証拠申出書等

(3)　判決等 判決又は和解に関する文書 ・判決書、和解調書

(1)　組織編制及び定員の検討 組織編制及び定員の要求及び検討に関する文書
・組織の新設、廃止又は改編等の契機（検討に至る理由、指示、要望等）に関
する文書
・組織及び定員の検討資料

(2)　組織編制及び定員の決定及び公表 組織編制及び定員の決定に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　採用計画の検討及び決定に関する文書 ・職員の退職見込み、採用方針、採用計画等に関する文書

イ　採用試験等の実施及び結果に関する文書
・採用試験等の方針、計画、方法等に関する文書
・採用試験等の実施結果に関する文書

ウ　採用の決定に関する文書 ・決裁文書

(2)　職員の退職の決定 退職に関する文書 ・退職の手続に関する文書

ア　人事異動の方針に関する文書 ・人事異動の方針に関する文書

イ　人事異動の決定に関する文書 ・決裁文書

ア　懲戒又は分限の検討に関する文書 ・懲戒又は分限の根拠となった事実及び検討に関する文書

イ　懲戒又は分限の決定に関する文書 ・決裁文書

(５)　職員の履歴に関する経緯 職員の履歴に関する経緯 ・履歴書、職務の経歴の記録、職員録、発令関係等 常用 ― ―

ア　選考の実施及び結果に関する文書
・採用選考等の方針、計画、方法等に関する文書
・採用選考等の実施結果に関する文書

10年 廃棄 非該当

イ　任用及び免職に関する文書 ・決裁文書

(2)　会計年度任用職員の退職の決定 退職に関する文書 ・退職の手続きに関する文書

(3)　会計年度職員の履歴に関する経緯 会計年度任用職員の履歴に関する経緯 ・履歴書、職務の経歴の記録、発令関係等 常用 ― ―

(1)　人事評価制度の制定又は改廃及び
その経緯

人事評価制度の制定及び改廃に関する文書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・決裁文書

10年
重要なものは移

管
(１)

(2)　人事評価の実施 人事評価の実施及び結果に関する文書 ・人事評価の実施及び結果に関する文書 ５年 廃棄 非該当

(1)　職員の退職手当の支給 退職手当の決定及び支給に関する文書 ・退職手当の決定及び支給に関する文書

支給制限その他の支
給に関する処分を行
うことができる期間
又は５年のいずれか

長い期間

廃棄 非該当

(2)　職員の給与又は手当等の支給 給与の決定又は手当等の認定及び支給に関する文書
・給与の決定及び支給に関する文書
・手当等の認定及び支給に関する文書

５年 廃棄 非該当

19　職員の人事評価に関
する事項

20　職員の給与等に関す
る事項

18　会計年度任用職員の
任用に関する事項

(1)　会計年度任用職員の採用の決定

常用 ― ―

常用 ― ―

(3)　職員の異動の決定 10年 部長及びこれに
相当する職のも

のは移管
(１)

10年 移管

組織又は人事に関する事項

17　職員の任免等に関す
る事項

(1)　職員の採用の決定
10年

部長及びこれに
相当する職のも

のは移管
(１)

(4)　職員の懲戒又は分限に関する事項
指導

30年

1５　訴訟の提起又は応訴
等及びその経緯

(1)　訴訟の提起又は応訴等 訴訟が終結する日に
係る特定日以後

10年

重要なものは移
管

(２)

16　組織又は定員に関す
る事項

10年
重要なものは移

管
(１)

・争訟

5 / 12 



業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　出勤、休暇等に関する文書 ・出退勤、休暇等の記録等に関する文書

イ　時間外勤務等に関する文書 ・時間外勤務命令等に関する文書

ウ　出張に関する文書
・旅行命令に関する文書
・復命に関する文書

(2)　職員の研修 研修に関する文書 ・研修に関する文書

(3)　職員の福利厚生 福利厚生に関する文書 ・福利厚生に関する文書

ア　立案の基礎文書 ・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書

(2)　決定及び公表 決定及び公表に関する文書 ・決裁文書、公示文書

ア　議案の検討に関する文書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

イ　議案の決定に関する文書 ・決裁文書、議案書

ア　議会の招集に関する文書
・議会の開催経緯に関する文書
・議会の招集に関する文書

イ　議会資料に関する文書
・提案理由書
・議案説明資料

ウ　議決等に関する文書
・議会の審議に関する文書
・議決結果に関する文書

(3)　その他の議会の事務 議会の事務に関する文書 ・議会の事務に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年

廃棄 非該当

ア　市に対する請願、陳情、要望等に関する文書 ・請願書、陳情書、要望書等

イ　市が国又は県に対して行う要望等に関する文書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・要望書等

(2)　請願、陳情、要望等への対応 請願、陳情、要望等への対応に関する文書 ・請願、陳情、要望等に対する対応の検討及び決定に関する文書

2５　特別職の事務引継に
関する事項

事務引継書の決定 事務引継書 ・市長、副市長等の事務引継書 30年 移管 (１) ・事務引継書 30年 移管

・みなさんの声関係書 ３年 廃棄
24　請願、陳情、要望等
に関する事項（他の項に
該当するものを除く。）

(1)　請願、陳情、要望等
業務上必要な期間に

より
10年
５年
３年

重要なものは移
管

(１)
(２)

(2)　議会の開催

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

移管 (１)

23　市議会に関する事項

(1)　議案の提出

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

移管 (１) ・包括外部監査議案関係書 30年 移管

22　告示、公告その他公
示に関する事項（他の項
に該当するものを除
く。）

(1)　告示等の案の検討

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

重要なものは移
管

(１)

非該当

・時間外勤務命令簿
・旅行命令簿
・休暇欠勤等届書
・復命書
・研修
・その他福利厚生

５年
５年
３年
３年
３年
３年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

その他の事項

21　職員の服務等に関す
る事項

(1)　職員の服務 業務上必要な期間に
より
５年
３年

廃棄
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

26　部長、次長、課長、
課長補佐及びこれらに相
当する者の事務引継に関
する事項

事務引継書の決定 事務引継書 ・部長、次長、課長、課長補佐等の事務引継書 ５年
部長及びこれに
相当する職のも

のは移管
(１)

・事務引継書(部長)
・事務引継書(課長補佐以上次長以下)

５年
５年

移管
廃棄

27　係長及びその他の職
員（他の項に該当する者
を除く。）の事務引継に
関する事項

事務引継書の決定 事務引継書 ・係長等の事務引継書 ３年 廃棄 非該当 ・事務引継書（係長以下) ３年 廃棄

(1)　表彰等の制度の創設等
表彰制度の創設、変更又は廃止及びその経緯に関する文
書

・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書
・関係法令、例規等
・決裁文書、公表文書

ア　表彰等の対象者の選定に関する文書
・選考基準に関する文書
・対象者の選定案及び関係資料

イ　表彰等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知文書

(3)　式典等の実施 式典等の計画及び実施に関する文書
・式典等の開催計画
・決裁文書、公表文書
・実施状況の記録に関する文書

(4)　後援、共催等 後援、共催等に関する文書
・申請書
・決裁文書、通知書

５年 廃棄 非該当
・市長賞後援関係書
・後援共催

５年
５年

廃棄
廃棄

(1)　市の沿革及び市史の編さん 市の沿革及び市史の編さんに関する文書
・市の沿革及び市史の編さんの検討に関する文書
・市の沿革及び市史に関する資料

(2)　記念行事又は催事等 記念行事又は催事等の開催に関する文書
・行事等の開催計画
・決裁文書、公表文書
・実施状況の記録に関する文書

ア　予算編成方針の決定及びその経緯に関する文書 ・予算編成方針の検討及び決定に関する文書

イ　予算の要求に関する文書 ・予算要求書及び関係資料

ウ　予算案の調製及び決定に関する文書
・予算査定資料
・議案の決裁文書及び関係資料

エ　議案の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・議決結果に関する文書

(2)　起債、交付税等 起債、交付税等に関する文書 ・起債、交付税等に関する文書

ア　決算の調製に関する文書 ・決算資料

イ　決算の審査等に関する文書
・監査委員の審査に関する文書
・議会の認定に関する文書

ウ　決算の公表に関する文書 ・決裁文書、公表文書

ア　契約の内容及び方法の検討に関する文書
・契約に係る要件、内容、方法等の検討に関する文書
・費用積算書、仕様書、設計書

イ　入札又は随意契約の実施に関する文書
・決裁文書、通知文書又は公示文書
・入札等の実施結果に関する文書

ウ　契約の締結に関する文書 ・決裁文書、契約書

エ　履行の確認に関する文書
・業務完了届、納品書等及び関係資料
・検査書及び関係資料

・外部監査契約関係書
・契約関係書

10年
10年

廃棄
廃棄

31　契約の締結に関する
事項（他の項に該当する
ものを除く。）

契約の締結

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

廃棄 非該当

・予算関係 ５年 廃棄

(3)　決算の報告等

30　予算、決算、財政状
況等に関する事項

(1)　予算の編成等

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

財政課所管のも
のは移管（軽易

なものは除
く。）

(１)

５年 廃棄(2)　表彰等の授与

29 市の沿革及び市史の
資料に関する事項

10年 移管
(３)
(４)

28　表彰、式典、行事等
に関する事項

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

重要なものは移
管

(３)
(４)

・祝弔関係書
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　協定等の締結の契機となった文書 ・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書

イ　協定等の内容の検討及び協議に関する文書
・内容の協議に関する文書
・協定案等の検討に関する文書

ウ　協定等の締結に関する文書 ・決裁文書、協定書

ア　取得又は処分の契機となった文書 ・立案の契機（立案を検討するに至る経緯、指示等）に関する文書

イ　取得又は処分の検討に関する文書 ・価格の設定又は評価等に関する文書

ウ　交渉等に関する文書 ・交渉、協議等の記録

エ　議案の決定に関する文書 ・議案の決裁文書及び関係資料

オ　議案の審議に関する文書
・議案書及び説明資料
・答弁書

カ　契約又は寄附等に関する文書
・入札等の実施結果に関する文書
・契約書等
・登記に関する文書

ア　管理に関する文書
・管理台帳等
・修繕、維持管理等に関する文書

イ　境界確定に関する文書
・申請書及び添付資料
・境界立会及びその結果に関する文書

ウ　貸付等に関する文書
・申請書及び添付資料
・決裁文書、許可書、契約書

ア　取得、管理又は処分に関する文書
・管理台帳等
・修繕、維持管理等に関する文書

イ　契約又は寄附等に関する文書
・入札等の実施結果に関する文書
・契約書等
・所管換え等に関する文書

５年
５年

廃棄
廃棄

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

重要なものは移
管

(１)

・行政財産使用許可関係書
・財産使用許可関係
・委託契約関係書
・委託指名業者関係書
・庁舎管理関係書

10年
10年
５年
５年
５年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

33　財産の取得又は処分
等に関する事項

(1)　公有財産の取得又は処分 30年
重要なものは移

管
(１)

(2)　公有財産の管理

(3)　その他の財産の取得、管理又は処
分

廃棄 非該当
・物品管理・処分
・共用自動車管理関係書

32　協定等の締結に関す
る事項（他の項に該当す
るものを除く。）

協定等の締結

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年

重要なものは移
管

(１)
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　立案の基礎文書
・立案の契機（事案の発生その他の立案を検討するに至る経緯、指示等）に関
する文書

イ　案の検討に関する調査研究文書
・立案のための調査研究（他自治体、民間企業、市民等の状況調査の結果等）
に関する文書
・庁内の検討会議、ワーキンググループ等に関する文書

ウ　案の検討に関する附属機関等の文書 ・附属機関等に係る諮問文書、配布資料、会議録、答申等

エ　事前評価に関する文書
・評価書
・対応方針に関する文書

オ　関係機関、団体等との協議又は調整に関する文書
・関係法令等に基づく協議、認可、同意等に係る手続及びその結果に関する文
書
・関係機関、団体等との協議等及びその結果に関する文書

(2)　事業計画の決定 事業計画の決定に関する文書 ・決裁文書

ア　入札又は随意契約の実施に関する文書

・契約に係る要件、内容、方法等の検討に関する文書
・費用積算書、仕様書、設計書
・決裁文書、通知文書又は公示文書
・入札等の実施結果に関する文書

イ　契約の締結に関する文書 ・決裁文書、契約書

ア　事業の実施に係る協議に関する文書 ・協議及びその結果に関する文書

イ　事業内容に関する文書
・工程表
・進捗状況報告書

(５)　履行の確認 履行の確認に関する文書
・竣工届及び関係資料
・検査書及び関係資料

(6)　補助金等の交付申請 国、県等からの補助金等の交付に関する文書
・交付要件、協議等に関する文書
・交付申請、交付決定等に関する文書
・実績報告に関する文書

ア　立案の基礎文書

・立案の契機（事案の発生その他の立案を検するに至る経緯、指示等）に関す
る文書
・関係機関、団体等との協議等及びその結果に関する文書
・調査体制、方法等の検討に関する文書
・決裁文書

イ　案の検討に関する文書
・結果の取りまとめに関する文書
・決裁文書、報告書、公表文書

ア　監査又は検査の実施に関する文書 ・実施通知等

イ　監査又は検査の結果に関する文書
・結果の報告等に関する文書
・結果に係る対応等に関する文書

36　監査又は検査に関す
る事項（他の項に該当す
るものを除く。）

監査又は検査

業務上必要な期間に
より
10年
５年

廃棄 非該当

(3)　契約の締結

(4)　事業の実施

3５　調査及び統計に関す
る事項（他の項に該当す
るものを除く。）

調査及び統計

業務上必要な期間に
より
10年
５年

重要なものは移
管

(３)
(４)

34　公共事業の事業の実
施に関する事項

(1)　事業計画の立案の検討

事業の終了の日に係
る特定日以後

10年

重要なものは移
管

(１)
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　委員の委嘱に関する文書
・委員構成等の検討に関する文書
・委員候補者の選定に関する文書
・決裁文書、委嘱状

イ　諮問事項等に関する文書 ・諮問文書

ウ　会議の開催に関する文書
・開催経緯に関する文書
・開催通知

エ　答申、提言、報告及び会議の決定又は了解に関する
文書

・答申、提言、報告等

オ　会議の記録に関する文書 ・会議録

ア　金銭の出納に関する文書
・支出命令等に関する文書
・調定等に関する文書
・根拠書類

・郵便料金関係書
・料金後納郵便物差出票
・支払関係
・収入関係

５年
５年
５年
５年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

イ　切手等の受払に関する文書 ・郵便切手等使用簿 ・郵便切手等使用簿 ５年 廃棄

ア　公文書ファイルの管理に関する文書 ・公文書ファイル管理簿 常用 ― ―

イ　公文書ファイル等の移管又は廃棄に関する文書 ・移管及び廃棄の記録に関する文書 30年 移管 (１)
・廃棄文書台帳
・廃棄文書関係書

30年
30年

移管
移管

ウ　その他の文書の管理に関する文書
・文書の収受及び発送に関する文書
・文書管理システムに関する文書

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

廃棄 非該当

・文書引継目録
・告示.公告関係書
・公示簿
・公文書管理関係書
・保存文書関係書
・マイクロフィルム等関係書
・令達簿
・親展文書収受簿
・書留等授受簿
・電報収受簿
・浄書依頼票
・保管期間延長申請関係書
・保存期間延長申請書
・文書取扱関係書
・総合行政ネットワーク

30年
30年
30年
10年
５年
５年
５年
５年
３年
３年
３年
３年
３年
３年
３年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

ア　公印台帳 ・公印台帳 常用 ― ― ・公印台帳 常用 ―

イ　公印の調製等 ・公印の新調、改刻及び廃止に関する文書 30年 移管 (１) ・公印関係書 30年 移管

イ　その他公印の管理に関する文書
・公印の使用に関する文書
・管理状況調査に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年

廃棄 非該当

・公印印影印刷承認申請書
・公印事前押印承認申請書
・公印持出承認申請書
・電子印使用承認関係書
・公印調査等関係書

５年
５年
５年
５年
３年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

ア　発生の状況、様態等に関する文書 ・発生の状況、様態等の記録に関する文書

イ　対応等の決定及びその経緯に関する文書
・対応の検討に関する文書
・対応等の決定及び実施に関する文書

移管
(１)
(３)
(４)

39　文書の管理等に関す
る事項

(1)　文書の管理

(2)　公印の管理

40　本市内の大規模な災
害又は重大な事件、事故
等に関する事項

本市内の大規模な災害又は重大な事
件、事故等の発生の状況及び対応の決
定

10年

38　金銭等の出納に関す
る事項

金銭等の出納 ５年 廃棄 非該当

37　附属機関等、協議会
等に関する事項（他の項
に該当するものを除
く。）

附属機関等、協議会等の会議の決定又
は了解及びその経緯

業務上必要な期間に
より
10年
５年

重要なものは移
管

(１)
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

ア　公文書の開示請求等に関する文書 ・開示請求書

イ　公文書の開示等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知書

ア　個人情報の開示請求等に関する文書 ・開示請求書

イ　個人情報の開示等の決定に関する文書 ・決裁文書、通知書

(3)　個人情報の取扱い 個人情報取扱事務に関する文書
・目的外利用に関する文書
・個人情報保護に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年

ア　戸籍及び附票等の原本
・戸籍簿、除籍簿
・附票

※備考２に該当 廃棄 非該当

イ　戸籍の管理に関する文書
・戸籍謄抄本等請求書
・通知書
・戸籍システムに関する文書

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

廃棄 非該当

ア　住民基本台帳 ・住民基本台帳 ※備考２に該当 廃棄 非該当

イ　住民基本台帳の管理に関する文書
・住民異動届
・通知書
・住民基本台帳ネットワークシステムに関する文書

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

廃棄 非該当

43　租税その他各種公課
に関する事項

賦課及び徴収等 賦課及び徴収等に関する文書

・課税等の根拠に関する文書
・課税台帳
・調定簿
・督促状

業務上必要な期間に
より
30年
10年
５年
３年

廃棄 非該当

44　原簿、台帳その他の
常時利用する必要がある
文書に関する事項

原簿、台帳その他の常時利用する必要がある文書 ・墓地台帳 常用 ― ―

4５　軽易な照会、回答、
通知、申請及び届等に関
する事項（他の項に該当
するものを除く。）

軽易な照会、回答、通知、申請及び届
等に関する業務

軽易な照会、回答、通知、申請及び届等に関する文書

・照会書
・回答書
・通知書
・申請書
・届書
・報告書
・送付書

業務上必要な期間に
より
５年
３年
1年

廃棄 非該当

・郡山地方土地開発公社照会回答関係
書
・自衛隊関係書
・庁議一般文書
・監査委員との連絡文書
・監査関係照会回答書
・町名及び町字界に関する照会回答書
・総務関係照会回答書
・組織運営関係照会回答書
・公平委員会関係照会回答書
・庁舎管理照会回答書
・文書関係照会回答書
・その他照会回答
・その他行政文書（庁内通知等）

５年
５年
３年
３年
３年
３年
３年
３年
３年
３年
３年
３年
１年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

42　戸籍及び住民基本台
帳等に関する事項

(1)　戸籍の管理

(2)　住民基本台帳の管理

・公文書開示請求
・個人情報目的外利用等関係書

10年
３年

廃棄
廃棄

(2)　個人情報の開示請求に対する決定
及びその経緯

10年
41　情報公開及び個人情
報保護に関する事項

(1)　公文書の開示請求に対する決定及
びその経緯

10年

廃棄 非該当
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業務単位の評価選別基準(案)

事項 業務の区分 文書の類型 文書の例示 保存期間
保存期間満了
後の措置
（案）

基本的
考え方

(例)総務法務課のファイル

46　庶務に関する事項
（他の項に該当するもの
を除く。）

庶務 庶務に関する文書

業務上必要な期間に
より
５年
３年
1年

廃棄 非該当

・総務庶務関係書
・広島・長崎中学生派遣事業庶務関係
書
・核兵器廃絶都市宣言庶務関係書
・文書関係庶務関係書

３年
３年
３年
３年

廃棄
廃棄
廃棄
廃棄

備考

３　この表の複数の類型に該当する文書の保存期間は、当該類型ごとに定める保存期間のうち最も長いものとする。

４　保存年限経過後の処置について、「重要なものは移管」としているものについては基本的な考え方に照らして移管・廃棄の判断を行う。

１ この表における次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。
　（１）　立案の基礎文書　立案の基礎となった市政に関する基本方針又は市政上の重要な事項に係る意思決定が記録された文書
　（２）　調査研究文書　調査又は研究の結果及び当該結果に至る過程が記録された文書
　（３）　附属機関等の文書　郡山市附属機関等の設置及び運営に関する指針（平成14年８月１日適用）に規定する附属機関等に検討のための資料として提出された文書及び附属機関等の議事、答申、
　　　　建議、報告若しくは意見が記録された文書その他附属機関等における決定若しくは了解又はこれらに至る過程が記録された文書
　（４）　実施機関　郡山市情報公開条例（平成13年郡山市条例第44号）第２条第１号に規定する実施機関
　（５）　特定日　文書作成取得日においては不確定である期間を保存期間とする文書において保存期間の起算日となるべき日であり、法律関係が消滅した日その他の起算日の特定に係る事象が生じた
　　　　日の属する年度の翌年度の４月１日

　

２　法律若しくはこれに基づく命令又は条例等による保存期間の定めのある文書は、当該法律等の規定によるほか、この表により難い文書の保存期間については、文書責任者がこの表の規定を参酌して
　定める。
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非現用文書
業務における使用が終わった文書

（特定歴史公文書）

（仮称）郡山市歴史情報・公文書館総務部 総務法務課

文
書
の
所
管

現用文書
（業務において使用の文書）

寄贈・寄託文書

職
員

業
務

文書係 職員

【専門的職員】
レコードマネージャー

【専門的職員】
アーキビスト等

連携

非現用文書の管理

 収集（２次評価選別）
 実施機関からの文書受入・保存の措置・閲覧
 調査研究
 情報・公開手続

現用文書の管理

 評価選別基準の策定
 公文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の作成
 公文書の管理に係る歴公館との調整
 点検及び監査の結果に応じた必要な措置の実施
 職員研修の拡充
 公文書管理に係る例規整備

現在の文書係の業務
 「文書管理システム」管理
 郵便の収集・発送業務
 公示文の審査
 公印管理（電子公印・印影印刷等）

＋

移管

（仮称）郡山市歴史情報・公文書館（公文書館機能部分） 運営体制（案）

「現用文書」文書が発生してから保存期間が満了するまでの段階の文後の
段階の文書

※公文書管理に関する審議会（附属機関）の
位置づけ・所管については検討中

資料7
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市長部局
（各課）

実施機関

廃棄

ＲＳ報告

①
文
書
作
成
時

②
文
書
保
存
期
間

満
了
時

③
文
書
の
整
理
～
活
用

総
務
法
務
課

移管対象 統括文書責任者

実施機関とりまとめ(検討中）

現用文書

総務法務課
（レコードマネジャー）

ＲＳ確認回答

廃棄協議

廃棄同意

１次選別（ＲＳ）
別紙説明

専門的職員の配置と所管文書のすみわけ

所 管 所管する文書 配置検討する専門職員

総務法務課 現用文書
レコードマネージャー
（現用文書の作成、整理、保存等及び職員指導）

歴史資料・公文書館 非現用文書
アーキビスト （非現用文書の評価、選別、整理、保存等及
び利用促進、展示等）

評価選別 ④誰がどのように行うのか。

歴史資料・公文書館

専門的職員
（アーキビスト等）

非現用文書

（特定歴史的公文書）

２次選別
移管

連携

確認依頼

確認依頼

ＲＳの適否助言

廃棄の適否助言

附属機関（外部有識者の活用は検討中）
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（仮称）歴史情報・公文書館を建設 31億7,987万円(継続費)

財源区分：補助 国1/2 市債90％～（仮称）歴史情報・公文書館施設整備事業～

麓山地区に（仮称）歴史情報・公文書館を建設します。また、周辺道路のうち麓山地区
立体駐車場出入口に隣接する道路の改良工事を実施します。

2030

9,081万円（道路工事等）

拡

（文化振興課）

事業概要

スケジュール

令和２(2020)年度 令和３(2021)年度 令和４(2022)年度 令和５(2023)年度 令和６(2024)年度

基本設計

展示等設計

実施設計 建設工事

展示製作委託交流エリア
展示設計

位置図

完成イメージ

【鳥瞰イメージ】
南西から

【外観イメージ】
南西から

【（仮称）歴史情報・公文書館】
〇建設工事（継続費）

内容：建築主体工事（外構含む）
電気・機械設備工事等

概算工事費 ：31億7,987万円
（年割額）Ｒ４： 0万円

Ｒ５：24億8,756万円
Ｒ６： 6億9,231万円

〇交流エリア等展示設計
内容：交流エリア詳細設計

展示システム詳細設計
予算：938万円

【道路工事】
〇麓山一丁目虎丸町線
内容：道路改良工事
予算：8,143万円

道路改良工事

道路設計・工事

【施設概要】
延床面積：3,534.75㎡
建築面積：2,563.00㎡
構 造：鉄筋コンクリート造

一部鉄骨造
階 数：地上１階、地下１階

枯らし
期間

開

館

資料館
跡地整備

施工箇所

麓山一丁目
虎丸町線

麓山一丁目
10号線

立体駐車場

中央公民館

歴史資料館

公会堂

歴史情報・
公文書館

中央図書館

立体駐車場
（建設中）

歴史情報・
公文書館

新たな行政課題や需要への対応


